
別表１　脆弱性評価結果

目標1　大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

1-1)　地震等による建物・交通施設等（1-2の施設を除く）の倒壊や火災に伴う死傷者の発生
住宅・建築物等の耐震化の促進(建築課 、危機管理課)
○　県内の住宅や多数の者が利用する建築物等の耐震化率は、それぞれ約77％（H25）、約80％（H26）と全国平均の約85％
（H25）、約85％（H26）に比べ遅れており、また、市内の住宅に耐震化率も約71％（H25）であるため耐震化を早急に進める必要が
ある。また、吊り天井など非構造部材の耐震対策を促進する必要がある。
○　市内の防災拠点施設の耐震化率は、約90.6%（H30年度末）で、H29年度末の全国平均（約93.1％）を下回っている。特に体育
施設の耐震化が進んでいないことから、耐震化を一層促進する必要がある。

市営住宅の耐震化の推進(建築課)
○　市営住宅については全棟の耐震化が完了しているが、老朽化に対する保全に努める必要がある。

緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化の促進(建築課)
○　救急救援活動等に必要な緊急輸送道路や避難路について、被災時において避難や救助を円滑かつ迅速に行うために沿道
建築物の耐震化を促進する必要がある。

空港及び港湾の耐震化の促進(企画調整課 、商工港湾課)
○　空港施設や港湾施設の耐震化については、重要港湾である酒田港の岸壁が災害時の緊急輸送施設に位置づけられてお
り、最大級の地震に対応できる耐震化対策が実施されているが、その他の施設については、この対策は実施されていない。災害
時の緊急輸送の拠点となる空港施設や港湾施設については、大規模な地震に対応可能な施設が少ないため、耐震化対策を推
進する必要がある。

市営住宅の老朽化対策の推進(建築課)
○　市営住宅の「酒田市営住宅長寿命化計画」に基づき、計画的なストック管理（修繕、改善等）に努める必要がある。

空き家対策の推進(まちづくり推進課)
○　空き家・空き地であっても個人の所有物であることが大前提であり、大規模災害発生時に、空き家の所有者が近くに居な
かったり、連絡が取れなくなることで放置される恐れがあるので、常日頃から空き家の所有者と連絡が取れる体制を構築する必
要がある。
○　大規模災害発生時に、空き家の倒壊による道路の閉塞や周辺住宅への被害、火災発生などの恐れがあるため、県や民間
組織等と連携して総合的な空き家対策を推進する必要がある。

家具の転倒防止対策の推進(危機管理課)
○　近年発生した大規模地震では、家屋の倒壊によるもののほか、住宅におけるタンス等の家具の転倒により多くの死傷者が
出ていることから、家具の転倒防止対策を推進する必要がある。

緊急輸送道路等の整備(土木課、整備課)
○　救急救援活動等に必要な緊急輸送道路や避難路について、国、県や高速道路管理者と連携を図り整備を推進する必要が
ある。また、被災時において、避難や救助を円滑かつ迅速に行うため、緊急輸送道路等の無電柱化、落石等危険箇所の防災対
策、橋りょうの耐震補強、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿命化を推進する必要がある。

街路・都市施設等の整備(危機管理課、都市デザイン課)
○　災害時における避難路や防火帯となる街路の整備を推進するとともに、防災センターや一時避難場所など、地域における防
災機能を強化するための防災拠点施設等の整備を推進する必要がある。

大規模盛土造成地対策の推進(危機管理課、都市デザイン課)
○　地震発生時に地すべりや崩壊等により被害を生じる可能性のある大規模盛土造成地を把握するため、国と連携し変動予測
調査を進めるとともに、調査結果を公表するなど、市民に情報提供等対策を推進していく必要がある。

避難場所の指定、耐震化・設備整備の促進(危機管理課 、福祉企画課 、高齢者支援課、教育委員会)
○　高齢者、障がい者等の要配慮者の安全確保を図るため、人員や設備面で一定の配慮がなされた福祉避難所の指定に向け
た取組みを一層促進する必要がある。
○　避難所の機能強化のため、建物の耐震改修や非常用自家発電機、衛星携帯電話などの非常用通信機器の整備等が行わ
れているが、引き続き耐震化や良好な生活環境を確保するための設備整備を促進する必要がある。
〇　避難所の衛生状態を確保するため、小中学校のトイレ改修を促進する必要がある。

避難路沿道のブロック塀等の耐震化の促進(建築課)
○　避難路について、被災時において避難や救助を円滑かつ迅速に行うために沿道のブロック塀等の耐震化を促進する必要が
ある。

1-2)　不特定多数が集まる施設の倒壊・火災
庁舎等の耐震化・維持管理等の推進(総務課、各施設管理課)
○　市本庁舎、分庁舎（中町庁舎）、その他支所（総合支所）等の不特定多数が集まる市有施設については、「新耐震基準」によ
り建築されていることから、大規模な地震にも十分耐えることができる耐震性を有している。これまで、各施設管理者において施
設や設備の老朽化に伴う維持補修等、必要な取組みを進めてきており、本庁舎の庁舎改築が平成２９年７月に完了しているが、
中町庁舎が完成から今年で32年経過するなど、大規模改修が必要な庁舎等が増加していく。このことから、今後は、酒田市公共
施設適正化基本計画の公共施設適正化マネジメントの基本方針に基づき、施設の長寿命化を推進するとともに、計画的な維持
管理・更新を行っていく必要がある。

被害発生危険性の高い地域に立地する公共施設対策の推進(総務課、各施設管理課)
○　被害発生危険性の高い地域（洪水浸水想定区域、津波浸水想定区域）内に立地する防災対策拠点など公共施設について
は、災害発生時にその機能を維持できなくなるおそれがあることから、対策を講じる必要がある。

不特定多数の者が利用する建築物等の耐震化の促進(建築課 、教育委員会 、子育て支援課 、福祉企画課 、高齢者支援課)



○　学校、ホテル、百貨店等多数の者が利用する建築物について、公共建築物に比較し民間建築物の耐震化が遅れており、国
の制度を活用した支援や啓発活動の充実などの対応により、耐震化を一層促進する必要がある。特に、耐震診断が義務付けら
れたホテル・旅館等の民間の大規模建築物については、耐震診断結果に基づく対応が必要である。
○　災害時に地域住民の避難所としての役割も担っている公立学校施設全体の耐震化率は、令和元年度の工事完了をもって
100％となる予定であるが、老朽化した施設やトイレの洋式化が完了していない学校については、国庫負担金・交付金を活用しな
がら計画的な整備を行う必要がある。
○　公民館や文化施設等の社会教育施設は、避難所の指定を受けているものは少ないものの、ほぼ耐震化は終了している。
○　保育所施設の耐震化率は80％(R3)、認定こども園施設については91％(R3)となっている。未耐震化の施設について、助成制
度を活用しながら耐震診断を実施するとともに、診断結果に基づく適切な対応を促進する必要がある。
○　社会福祉施設は、地震や火災が発生したときに自ら避難することが困難な方が多く利用する施設であることから、施設の耐
震化とともにスプリンクラーの設置等により、安全性を確保する必要がある。

都市公園施設の耐震化・計画的な維持管理の推進(整備課 )
〇　都市公園の主要な建築物については、「新耐震基準」により建築又は耐震改修が完了していることから、今後は、「酒田市公
園施設長寿命化計画」に基づき、施設の長寿命化を推進するとともに、計画的な維持管理・更新を行う必要がある。また、都市
公園の耐震化未完了の建築物等については、計画的な耐震化への取組みが必要である。

事業所・店舗における棚等の転倒防止対策の推進(商工港湾課)
○　近年発生した大規模地震では、建屋の倒壊によるもののほか、事業所執務室の書棚や店舗の陳列棚等の転倒により多くの
死傷者が出ていることから、事業所や店舗における棚等の転倒防止対策を推進する必要がある。

緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化の促進(建築課)
○　救急救援活動等に必要な緊急輸送道路や避難路について、被災時において避難や救助を円滑かつ迅速に行うために沿道
建築物の耐震化を促進する必要がある。

大規模盛土造成地対策の推進(危機管理課、都市デザイン課)
○　地震発生時に地すべりや崩壊等により被害を生じる可能性のある大規模盛土造成地を把握するため、国と連携し変動予測
調査を進めるとともに、調査結果を公表するなど、市民に情報提供等対策を推進していく必要がある。

1-3)　大規模津波等による多数の死者の発生
津波ハザードマップ・津波避難体制の整備(危機管理課)
○　津波防災地域づくりに関する法律に基づき県が津波災害警戒区域の指定を行うことから、市における津波ハザードマップや
津波避難計画の見直しを早急に行う必要がある。また、指定後の津波避難計画に基づく避難訓練や防災教育等を実施し、対象
となる住民の津波防災意識の一層の向上を図る必要がある。
〇　指定後の浸水区域の要配慮者利用施設について、避難確保計画の策定と避難訓練の実施が義務付けられるため、着実な
実行を図る必要がある。

津波避難対策の推進(危機管理課)
○　津波からの避難を確実に行うため、道路情報板による津波情報の提供や津波浸水の海抜表示板、津波避難誘導看板等の
設置を進める必要がある。また、道路からの避難あるいは道路への避難を行えるようにすることで、避難をより確実なものとする
必要がある。

津波観測体制の充実強化(危機管理課)
○　日本海東縁部の海域は、東北地方太平洋側に比べて地震・津波観測体制が脆弱である。大地震発生時における沿岸住民
の速やかな避難など地震・津波防災対策の強化のため、日本海東縁部における地震・津波観測体制の充実・強化は不可欠であ
る。

漁港施設の整備(農林水産課)
○　漁港施設については、拠点漁港における主要陸揚げ岸壁とその前面防波堤に関して、耐津波・耐地震対策の機能診断を行
い、要対策と判定された施設については、レベル１津波や台風等の異常波浪に対する機能を強化するための整備を進める必要
がある。

海岸保全施設の整備・維持管理の推進(商工港湾課 、農林水産課)
○　海岸保全施設については、津波及び高潮への対策として必要な機能の確保に向けた施設整備を進めるとともに、老朽化し
た施設について、施設の管理者毎に長寿命化への取組みを進めるなど、適切な維持管理や計画的な更新等を図る必要があ
る。

空港及び港湾施設の整備・老朽化対策の促進(企画調整課 、商工港湾課)
○　空港施設については、建物等の耐震化対策は実施しているが、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になって
いない。このため、隣県等の空港が大規模災害により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、滑走
路などの施設整備を促進する必要がある。
○　港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になっていない。このため、隣県等の
港湾が大規模津波等により被災し、機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、緊急輸送が可能となる耐震強
化岸壁などの緊急輸送施設の整備を推進する必要がある。
○　空港施設・港湾施設とも予防保全の考え方に基づき、計画的な維持管理・更新を実施する必要がある。

飛島における津波等避難対策の推進(危機管理課)



○　県が平成27年度に実施した津波浸水想定の見直しを踏まえ、市における津波ハザードマップや津波避難計画の見直しを早
急に行う必要がある。また、見直し後の津波避難計画に基づく避難訓練や防災教育等を実施し、対象となる住民の津波防災意
識の一層の向上を図る必要がある。
○　津波からの避難を確実に行うため、道路情報板による津波情報の提供や津波浸水の海抜表示板等の設置を進める必要が
ある。また、脆弱な避難路を整備、管理し道路からの避難あるいは道路への避難を行えるようにすることで、避難をより確実なも
のとする必要がある。
○　日本海東縁部の海域は、東北地方太平洋側に比べて地震・津波観測体制が脆弱である。大地震発生時における沿岸住民
の速やかな避難など地震・津波防災対策の強化のため、日本海東縁部における地震・津波観測体制の充実・強化は不可欠であ
る。

1-4)　突発的または広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生
洪水ハザードマップの作成(危機管理課)
○　洪水時の浸水想定区域を予め住民に周知するための洪水ハザードマップは、未作成河川が今年度で作成完了する見込み
であるが、市民が災害時に活用できるよう、日頃からハザードマップの有効性等を啓蒙していく必要がある。

避難勧告等の具体的な発令基準の策定(危機管理課)
○　洪水時の円滑かつ迅速な避難を確保するための避難勧告等の具体的な発令基準を予めマニュアルとして策定しているが、
状況の変化に応じて見直しを行っていく必要がある。

迅速な避難活動に繋がる河川・気象情報提供の強化(危機管理課)
○洪水時に迅速に避難行動、水防活動等を行うために、河川の浸水想定区域図の作成・公表が必要である。
〇洪水時に迅速に避難行動、水防活動等を行うために、河川の水位や気象情報等を県から市町村に発信する「河川砂防情報
システム」の機能強化等を図る必要がある。

タイムラインの運用(危機管理課)
○　災害発生の事前予測がある程度可能な台風及び洪水予報河川等について、とるべき防災対応を時系列に沿ってまとめたタ
イムライン（事前防災行動計画）の運用により、被害の最小化を図る必要がある。

治水対策の推進(整備課)
○　河道掘削、築堤、洪水調節するダムの整備・機能強化を進めてきたところであるが、近年、気候の変動による局地的な大雨
（いわゆるゲリラ豪雨）が急増している。このため、河川改修やダム整備を行うなど、治水効果の早期発現を図る必要がある。

河川管理施設の維持管理(整備課)
○　水門・樋門等の河川管理施設について、県管理施設のうち耐用年数を超過する数が10年後には約７割となることから、長寿
命化計画に基づき、計画的に補修・更新を行う必要がある。
○　治水ダムについて、放流ゲート設備などをはじめ経年劣化が著しく、各設備が今後更新時期を迎えることから、ライフサイク
ルコストの縮減など一層の効率的な維持管理・更新を推進するため、計画的な長寿命化計画を策定し補修・更新を行う必要があ
る。
○　河積阻害の大きな要因となる河道の堆積土砂や河川支障木の除去に重点をおいて取り組むなど、河川が有する流下能力
を常に発揮できるようにする必要がある。

都市部における内水浸水対策の促進(土木課 、上下水道部)
○　近年、局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）の頻発により、道路冠水等の内水氾濫のリスクが増大している。現在計画されて
いる下水道雨水幹線等施設整備を鋭意進めているが、整備率は44％と全国平均に比べ遅れている。このため、「社会資本総合
整備計画」に基づく施設整備を早急に進める必要がある。

1-5)　大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生
火山噴火に対する警戒避難体制の整備(危機管理課 、交流観光課)
○　火山活動の状況については、気象庁などが設置する地震計などの観測機器により24時間体制で観測・監視がなされている
が、突発的に発生する水蒸気噴火の前兆をより正確に観測できるよう体制の強化が必要である。
○　平常時から火山防災関係者による顔の見える関係を構築するとともに、防災訓練を通じて連携の強化を図る必要がある。
○　観光客や登山者の安全確保のため、突発的な噴火を想定した避難壕の整備や迅速な安否確認のための登山者の状況を把
握するための方策を検討する必要がある。

土砂災害に対する警戒避難体制の整備(危機管理課)
○　土砂災害防止法に基づく基礎調査の実施及び土砂災害警戒区域等の指定を推進するとともに、土砂災害ハザードマップの
作成、土砂災害を想定した避難訓練などを行い、警戒避難体制を整備する必要がある。

土砂災害に係る避難勧告等の発令基準の策定(危機管理課)
○　土砂災害の発生が予想される際の円滑かつ迅速な避難を確保するための避難勧告等の具体的な発令基準を予め策定して
いるが、災害時には発令基準に基づき適切に対処する必要がある。

治山施設等の土砂災害対策の推進(農林水産課)
○　治山施設や地すべり防止施設等の土砂災害対策を進めるとともに、山地災害の防止や水源の涵養など、森林の公益的機
能の維持・増進を図る必要がある。

砂防施設の整備・維持管理の推進(整備課)
○　土砂災害から生命と財産を守るための砂防施設の整備について災害発生箇所の再度災害防止対策及び要配慮者利用施
設（24時間入居型）の保全対策などを重点的に推進する必要がある。
○　砂防施設の長寿命化や技術革新等に対応した更新によるコスト縮減を念頭に、既存施設の現状把握、機能・効果等の判定
を行い、計画的な施設更新・修繕等を実施する必要がある。
○　活火山である鳥海山については、日向川等において砂防設備を整備するとともに、「火山噴火緊急減災対策砂防計画」に基
づき、緊急ハード対策に取り組む必要がある。

土砂災害による住宅被害の軽減(建築課)



〇　土砂災害による住宅被害を軽減するため、土砂災害特別警戒区域等に所在する住宅の移転を推進する必要がある。

1-6)　暴風雪及び豪雪による重大事故や交通途絶等に伴う死傷者の発生
暴風雪時における的確な道路管理の推進(土木課)
○　暴風雪時において、情報連絡や緊急確保路線、機械配置等の計画により、迅速かつ的確な道路管理を図る必要がある。ま
た、災害発生時においては、各道路管理者による応急復旧や道路警戒により、早期に交通路を確保する必要がある。

道路の防雪施設の整備(土木課)
○　各道路管理者（国、県、市町村）においては、道路防災総点検を踏まえた要対策箇所を中心に、雪崩防止柵、防雪柵など必
要な防雪施設の整備や流雪溝等の除排雪施設の整備を重点的に進めているが、必要箇所への対策は進捗途上にあり、気象条
件の変化による新たな対策必要箇所と併せて整備を促進する必要がある。

道路の除雪体制等の確保(土木課)
○　各道路管理者（国、県、市町村）は、豪雪等の異常気象時には、情報共有や相互連携を強化するなど、円滑な除雪体制の確
保に努めているが、各管理者の財政事情や除雪作業を請け負う事業者の経営環境の悪化、除雪機械の老朽化など、安定的な
除雪体制を確保する上で多くの課題を抱えており、これらの課題を踏まえた総合的な対策が必要となっている。

雪下ろし事故を防止するための注意喚起(危機管理課)
○　雪下ろし中の転落事故が多発し、事故による死傷者の６割以上が高齢者となっている。事故防止の注意喚起を実施している
が、依然として事故が後を絶たない状況にある。今後とも引き続き、積雪状況や気象の見通しに基づき、事故防止の注意喚起を
行う必要がある。

豪雪災害時の災害救助法の適用(危機管理課)
○　豪雪時における家屋倒壊を防止するため、障害物（雪）の除去など、災害救助法の適用による豪雪災害への対応を図る必
要がある。

1-7)　情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生
災害時における行政機関相互の通信手段の確保(危機管理課)
○　大地震など大規模災害発生時に通信事業者回線が機能しない場合でも、行政機関相互の通信手段を確保するため、自営
の通信網として県防災行政通信ネットワークを保有しているが、今後、支障が出ないよう適正な時期に更新していく必要がある。

災害時における住民への情報伝達の強化(危機管理課)
○　災害時には、住民に対して防災情報や避難情報を迅速かつ確実に伝達する必要があるが、その手段として非常に有効であ
る同報系防災行政無線など情報一斉伝達システムについて、整備を促進する必要がある。

迅速な避難活動に繋がる河川・気象情報提供の強化(危機管理課)
○洪水時に迅速に避難行動、水防活動等を行うために、河川の浸水想定区域図の作成・公表が必要である。
〇洪水時に迅速に避難行動、水防活動等を行うために、河川の水位や気象情報等を県から市町村に発信する「河川砂防情報
システム」の機能強化等を図る必要がある。

自主防災組織の育成強化(危機管理課)
○　災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の充実が不可欠であり、その重要な役
割を担う自主防災組織については、組織率が約96%（R1）と全国平均（83％/H30）を上回っているが、更なる組織化を促進する必
要がある。
○　災害時に、自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには平常時からの活発な活動が必要であることから、今後一層の
活動の活性化を促進する必要がある。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女
性の積極的な参加を促す必要がある。

防災教育の充実(危機管理課 、教育委員会)
○　津波防災地域づくりに関する法律に基づき県が津波災害警戒区域の指定を行うことから、市における津波ハザードマップや
津波避難計画の見直しを早急に行う必要がある。また、指定後の津波避難計画に基づく避難訓練や防災教育等を実施し、対象
となる住民の津波防災意識の一層の向上を図る必要がある。
〇　指定後の浸水区域の要配慮者利用施設について、避難確保計画の策定と避難訓練の実施が義務付けられるため、着実な
実行を図る必要がある。

防災訓練の充実(危機管理課)
○　津波からの避難を確実に行うため、道路情報板による津波情報の提供や津波浸水の海抜表示板、津波避難誘導看板等の
設置を進める必要がある。また、道路からあるいは道路への避難を行えるようにすることで、避難をより確実なものとする必要が
ある。

災害時の要配慮者支援の促進(福祉企画課 、高齢者支援課)
○　避難行動要支援者の避難行動や避難生活を支援するために必要な、避難行動要支援者名簿や個別計画にあたる災害時
要援護者台帳について作成しているが、台帳の整備率は74%（H30）と整備が完了していないため、作成を促進する必要がある。

目標2　大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる

2-1)　被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止
食料等の備蓄(危機管理課)
○　家庭及び地域における備蓄については、市民に対して１週間分の食料と飲料水の備蓄を推奨しており、引き続き周知のため
の啓発活動を行う必要がある。
○　市における備蓄については、ローリングストック方式で随時２日分の備蓄を確保しているが、引き続き計画的な更新を行う必
要がある。



支援物資の供給等に係る広域連携体制の整備(危機管理課)
○　大規模災害時における民間事業者からの物資調達等に関する協定を締結しているが、引き続き、相手方と定期的な情報交
換や緊急時連絡体制の確認を行う必要がある。
○　大規模災害時における、被災者の救助や応急対策等を迅速かつ円滑に遂行するための体制として、県内外の市町等との相
互応援協定を締結しているが、実効性の面に課題がある。このため、他市町等の応援を受ける際の具体的な方針等を明示した
「災害時広域受援計画」を策定する必要がある。
○　大規模災害発生に備え、応急・復旧活動の展開拠点や救援物資の輸送の中継拠点などの機能を持つ広域防災拠点につい
て、整備を進める必要がある。

水道施設の耐震化・老朽化対策の推進(上下水道部)
○　水道施設の耐震化率（簡易水道・小規模水道を除く）は、基幹管路が55.5％(H29)、浄水施設が0％(H29)、配水施設が29.6％
(H29)と、全国平均の各39.3％、29.1％、55.2％と比較して、基幹管路を除き全国水準を下回っており、施設の老朽化対策と併せ、
耐震化を着実に進める必要がある。

応急給水体制などの整備(上下水道部)
○　給水拠点の確保のための医療施設、避難所等の重要施設へ配水経路の優先的な耐震化を図る。速やかな応急給水や復
旧活動のための復旧資機材及び応急給水体制などの整備を進める必要がある。

緊急輸送道路等の確保(土木課、整備課)
○　被災時において、食料・飲料水等、生命に関わる物資供給を円滑かつ迅速に行うため、緊急輸送道路等の無電柱化、落石
等危険箇所の防災対策工事、雪崩・防雪施設の整備、橋りょうの耐震補強工事、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿
命化を推進する必要がある。

災害ボランティアの受入れに係る連携体制の整備(福祉企画課 、まちづくり推進課)
○　ＮＰＯやボランティアの受入体制の整備に向けた取組みを促進する必要がある。
○　災害ボランティアセンター運営については市より設置要請を受けた社会福祉協議会が中心となって対応することとなっている
が、市と社協の連携体制が不十分なため、ＮＰＯやボランティアの受入体制に阻害を起こす恐れがあるので、受入体制を整備す
る必要がある。

2-2)　多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生
孤立危険性のある集落との通信手段の確保、ヘリコプター離着陸可能場所の確保(危機管理課)
○　孤立危険性のある集落において、道路の寸断等により孤立した場合に備えて非常用通信設備の整備を促進する必要があ
る。
○　孤立危険性のある集落において、急患や物資の輸送を行う際に必要となるヘリコプターの離着陸場所の確保を進める必要
がある。
○　孤立危険性のある集落の状況を把握するため、内閣府が５年に１度調査（「中山間地等の集落散在地域における孤立集落
発生の可能性に関する状況調査」）を行っているが、その間の状況も引き続き把握する必要がある。

治山施設等の土砂災害対策・災害に強い路網整備の推進(農林水産課)
○　治山施設や地すべり防止施設の整備などの土砂災害対策を進めるとともに、山地災害の防止や水源の涵養など、森林の公
益的機能の維持・増進を図る必要がある。また、災害時の避難や救援等に備えた林道の整備や治山ダムなどインフラの耐震
化・長寿命化により、災害に強い交通網を整備する必要がある。

孤立集落アクセスルートの確保(土木課)
○　被災時において、孤立集落の発生を防ぐため、孤立集落へのアクセスルートにおける落石等危険箇所の防災対策工事、雪
崩・防雪施設の整備、橋りょうの耐震補強工事、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿命化を推進する必要がある。

2-3)　自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足
自衛隊との連携強化(危機管理課)
○　災害時の広域支援をより効果的に受け入れるため、自衛隊と平常時から情報交換や訓練等を行うことにより、連携体制の強
化を図る必要がある。

警察・消防関係施設の耐震化・老朽化対策の推進(危機管理課 、消防本部)
○　災害時に防災拠点となる消防関係施設（車庫付属建物を含む。消防団器具庫除く）の耐震化率は、100％（H31）であり、より
一層の耐災害性の強化を図るとともに、老朽化した消防団器具庫等の施設の計画的な更新が必要である。

大規模災害時の消防力の確保(危機管理課 、消防本部)
○　大規模災害時には、地域の消防力の不足が懸念されるため、緊急消防援助隊など専門部隊の災害対応能力の強化に向け
た恒常的な訓練及び組織間の合同訓練の充実を図るとともに、「酒田地区緊急消防援助隊受援計画」を策定する必要がある。

緊急消防援助隊派遣時の消防力の低下防止(危機管理課 、消防本部)
○　他県で発生する大規模災害時に緊急消防援助隊を派遣することになった場合、市内の災害に対応すべき消防力の低下が
懸念される。このため、定期的な訓練の実施や山形県隊派遣時における酒田地区管内及び県内応援体制の構築等により、県
内各市町村の相互応援協定の実効性を確保する必要がある。

自主防災組織の育成強化(危機管理課)
○　災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の充実が不可欠であり、その重要な役
割を担う自主防災組織については、組織率が約96%（R1）と全国平均（83％/H30）を上回っているが、更なる組織化を促進する必
要がある。
○　災害時に、自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには平常時からの活発な活動が必要であることから、今後一層の
活動の活性化を促進する必要がある。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女
性の積極的な参加を促す必要がある。

広域防災拠点の整備(危機管理課)



○　大規模災害発生に備え、応急・復旧活動の展開拠点や救援物資の輸送の中継拠点などの機能を持つ広域防災拠点につい
て整備を進める必要がある。

2-4)　救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶
緊急車両、災害拠点病院に供給する燃料の確保(危機管理課)
○　災害時において、救助・救急にあたる緊急車両や災害拠点病院等への燃料供給が滞らないように石油関係団体と協定を締
結しており、引き続き、優先的に供給する緊急車両や災害拠点病院等の重要施設の範囲の拡大や具体的な実施方法の確認を
行い、災害時における、救助・救急等にあたる緊急車両や災害拠点病院等へ供給する燃料を確保する必要がある。

医療機関での非常時対応体制の整備(危機管理課)
○　災害発生時における医療施設内での医療活動について、停電等による医療活動の遮断を防止するため、医療機関の要請
に備えて自家発電等の燃料供給体制を、供給先との災害協定を締結することにより、継続した医療提供体制の確保を図る必要
がある。

透析医療機関での非常時対応体制の整備(危機管理課)
○　透析患者は週３回程度の透析治療が必要であり、年々増加傾向にある。透析医療を実施している医療機関の要請に備えて
自家発電等の燃料供給体制や水道水の供給体制を、供給先との災害協定を締結することにより、継続した透析治療を提供でき
る体制の確保が必要である。

災害拠点病院での非常時対応体制の維持(危機管理課)
○　日本海総合病院においては自家発電設備を備え、３日分以上の燃料および食料を備蓄しているが、災害が発生した場合
に、安全・信頼・高度の医療を提供できる体制の確保できるよう、医療機関の要請に備えて燃料・飲料水・食糧などを供給できる
よう、供給先との災害協定を締結することが必要である。

2-5)　医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺
ドクターヘリの活用による救急医療体制の充実(危機管理課 、健康課 、消防本部)
○　運航実績が年々増加しているドクターヘリについては、絶えず出動要請基準の見直しや症例検討会による事後検証等を実
施し、安全かつ円滑な運航の確保に努めている。災害発生時を含めた救急医療体制の一層の充実を図るため、冬季間も使用
可能なランデブーポイントの確保、将来を見据えた搭乗医師等の確保、ドクターヘリを導入している隣県との広域連携を推進する
必要がある。

社会福祉施設等における食糧等の調達(高齢者支援課 、福祉企画課)
〇　高齢者福祉施設等で１日３食を提供する施設については、３日分程度の食料と飲料水の備蓄を指導していることから、引き
続き周知を図る必要がある。

災害発生時を想定した社会福祉施設の体制整備(高齢者支援課 、福祉企画課)
○　各社会福祉施設の防災対策について、適切な指導・助言が不十分なために被害が拡大する恐れがあるので、定期的な監査
等を通じ現状に合わせた防災計画の見直しについて助言・指導を行う必要がある。

緊急輸送道路等の確保(土木課、整備課)
○　被災時において、医療施設及び関係者の支援ルート確保のため、緊急輸送道路等の無電柱化、落石等危険箇所の防災対
策工事、雪崩・防雪施設の整備、橋りょうの耐震補強工事、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿命化を推進する必要が
ある。

2-6)　被災地における疫病・感染症等の大規模発生
防疫対策の推進(健康課 、環境衛生課 、危機管理課)
○　災害時における感染症の発生防止のためには、消毒や害虫駆除等速やかな感染症予防対策の実施が重要であるため、平
時からその重要性について普及啓発を行う必要がある。さらに、基本的対策として、平時から定期の予防接種の接種率向上に
取り組み、予防できる感染症の流行に備える必要があるが、予防接種法に基づく麻しん・風しんワクチン（第２期）の接種率は約
94%（H26）、同四種混合ワクチン接種率は約90%（H26）、同高齢者インフルエンザワクチン接種率は約55%（H26）にとどまってい
る。
○　避難所における感染症のまん延防止には、手洗い及び手指消毒の励行、咳エチケットの徹底が有効であり、さらに、トイレ等
汚染の可能性のある区域を明確に区分するなど、生活空間の衛生を確保に関する公衆衛生活動を避難所開設後に担う。
○　災害時の感染症の拡大防止を図るため、消毒ポイントの設置及び消毒ポイントにおける消毒作業を円滑に実施するための、
感染症を担当する保健所との連携を図る。

2-7)　劣悪な避難生活環境・不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生
食料等の備蓄(危機管理課)
○　家庭及び地域における備蓄については、市民に対して１週間分の食料と飲料水の備蓄を推奨しており、引き続き周知のため
の啓発活動を行う必要がある。
○　市における備蓄については、ローリングストック方式で随時２日分の備蓄を確保しているが、引き続き計画的な更新を行う必
要がある。

目標3　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

3-1)　市内外の行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下
庁舎等の維持管理等の推進(総務課 、行政経営課、各施設管理課)



○　市本庁舎、分庁舎（中町庁舎）、その他支所（総合支所）等の不特定多数が集まる市有施設については、「新耐震基準」によ
り建築されていることから、大規模な地震にも十分耐えることができる耐震性を有している。
　　これまで、各施設管理者において施設や設備の老朽化に伴う維持補修等、必要な取組みを進めてきており、本庁舎の庁舎改
築が平成２９年７月に完了しているが、中町庁舎が完成から今年で32年経過するなど、大規模改修が必要な庁舎等が増加して
いく。このことから、今後は、酒田市公共施設適正化基本計画の公共施設適正化マネジメントの基本方針に基づき、施設の長寿
命化を推進するとともに、計画的な維持管理・更新を行っていく必要がある。

市の業務継続に必要な体制の整備(危機管理課)
○　地震等の大規模災害発生時に、迅速かつ的確に酒田市地域防災計画に基づく応急対策業務や復旧・復興業務に取り組み
ながら、市民生活に密着する行政サービスなど災害発生時にも必要とされる通常業務を維持するため、「酒田市業務継続計画」
を策定したところであり、当計画の検証や見直しを行いながら、業務継続に必要な体制整備を進めていく必要がある。

ＩＴ部門における業務継続体制の整備(危機管理課 、情報企画課)
○　非常時でも優先的に実施しなければならない業務に不可欠な情報システムのＩＣＴ－ＢＣＰ（情報システムの業務継続計画）を
策定し、業務の継続性を確保するための対策を講じるとともに、ＩＣＴ－ＢＣＰの実効性を高めるため、訓練等により定期的に計画
内容の点検・更新を行う必要がある。
○　災害時のシステム不稼働というリスクを減らすため、引き続き自治体クラウドの導入やデータセンターの活用などを検討して
いく。
○　新庁舎は自家発電によるネットワークおよびサーバー電源の確保が可能となっている。また端末側も無線ネットワークとノー
ト型PCで運用していることから、停電時にもICTを利用した業務継続が可能となっている。こういった設備を災害時にも活用できる
よう、緊急時運用の定期的な訓練等を実施していく必要がある。

災害時に防災拠点となる庁舎の耐震化の推進(総務課 、行政経営課、各施設管理課)
○　災害時に防災拠点となる庁舎（市本庁舎、分庁舎（中町庁舎）、その他支所（総合支所）等）の耐震化率は100％である。

大規模災害時における広域連携の推進(危機管理課)
○　大規模災害時における、応急体制の迅速かつ円滑な確立のため、県内外の市町と相互応援協定を締結しているが、実効性
の面に課題がある。このため、他市町の応援を受ける際の具体的な方針等を明示した「災害時広域受援計画」の策定を進める
必要がある。

災害時における行政機関相互の通信手段の確保(危機管理課)
○　大地震など大規模災害発生時に通信事業者回線が機能しない場合でも、行政機関相互の通信手段を確保するため、自営
の通信網として県防災行政通信ネットワークを保有しているが、今後、支障が出ないよう適正な時期に更新していく必要がある。

緊急車両、災害拠点病院に供給する燃料の確保(危機管理課)
○　災害時において、救助・救急にあたる緊急車両や災害拠点病院等への燃料供給が滞らないように石油関係団体と協定を締
結しており、引き続き、優先的に供給する緊急車両や災害拠点病院等の重要施設の範囲の拡大や具体的な実施方法の確認を
行い、災害時における、救助・救急等にあたる緊急車両や災害拠点病院等へ供給する燃料を確保する必要がある。

目標4　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

4-1)　防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止
情報通信機器の利用継続が可能となる体制の整備(危機管理課)
○　災害により電力供給が停止した事態に備え、電話事業者による非常用電源設備の整備を促進する必要がある。

災害時における行政機関相互の通信手段の確保(危機管理課)
○　大地震など大規模災害発生時に通信事業者回線が機能しない場合でも、行政機関相互の通信手段を確保するため、自営
の通信網として県防災行政通信ネットワークを保有しているが、今後、支障が出ないよう適正な時期に更新していく必要がある。

4-2)　テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態
災害情報伝達手段の確保(危機管理課 、市長公室)
○　テレビ・ラジオ放送等が中断した際にも、市民に災害情報を提供できるよう、代替手段の整備や災害情報共有システム（Ｌア
ラート）、緊急速報メールの活用を促進する必要がある。また、市ホームページやＳＮＳ等の活用等により、効果的な情報伝達の
確保を図る必要がある。

災害時における住民等への情報伝達体制の強化(危機管理課)
○　災害時の住民等への情報伝達を確実にするため、民間テレビ・ラジオ事業者等におけるＢＣＰ（業務継続計画）や災害対応
マニュアルの策定、大規模自然災害発生に備えた訓練の実施を推進していくとともに、放送設備の損壊や電力供給が停止した
事態に備え、予備放送設備や非常用電源設備の整備を促進する必要がある。

災害時における住民への情報伝達の強化(危機管理課)
○　災害時には、住民に対して防災情報や避難情報を迅速かつ確実に伝達する必要があるが、その手段として非常に有効であ
る同報系防災行政無線について、整備を促進する必要がある。

自主防災組織の育成強化(危機管理課)
○　災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の充実が不可欠であり、その重要な役
割を担う自主防災組織については、組織率が約96%（R1）と全国平均（83％/H30）を上回っているが、更なる組織化を促進する必
要がある。
○　災害時に、自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには平常時からの活発な活動が必要であることから、今後一層の
活動の活性化を促進する必要がある。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女
性の積極的な参加を促す必要がある。



4-3)　災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、
避難行動や救助・支援が遅れる事態

情報通信機器の利用継続が可能となる体制の整備(危機管理課)
○　災害により電力供給が停止した事態に備え、電話事業者による非常用電源設備の整備を促進する必要がある。

災害時における行政機関相互の通信手段の確保(危機管理課)
○　大地震など大規模災害発生時に通信事業者回線が機能しない場合でも、行政機関相互の通信手段を確保するため、自営
の通信網として県防災行政通信ネットワークを保有しているが、今後、支障が出ないよう適正な時期に更新していく必要がある。

災害情報伝達手段の確保(危機管理課 、市長公室)
○　テレビ・ラジオ放送等が中断した際にも、市民に災害情報を提供できるよう、代替手段の整備や災害情報共有システム（Ｌア
ラート）、緊急速報メールの活用を促進する必要がある。また、市ホームページやＳＮＳ等の活用等により、効果的な情報伝達の
確保を図る必要がある。

災害時における住民等への情報伝達体制の強化(危機管理課)
○　災害時の住民等への情報伝達を確実にするため、民間テレビ・ラジオ事業者等におけるＢＣＰ（業務継続計画）や災害対応
マニュアルの策定、大規模自然災害発生に備えた訓練の実施を推進していくとともに、放送設備の損壊や電力供給が停止した
事態に備え、予備放送設備や非常用電源設備の整備を促進する必要がある。

災害時における住民への情報伝達の強化(危機管理課)
○　災害時には、住民に対して防災情報や避難情報を迅速かつ確実に伝達する必要があるが、その手段として非常に有効であ
る同報系防災行政無線について、整備を促進する必要がある。

目標5　大規模自然災害発生直後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

5-1)　サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下に伴う経済活動の停滞
企業の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定促進(危機管理課 )
○　災害が発生した際に、企業が事業活動を継続し、あるいは事業の中断を余儀なくされた場合でも出来るだけ早期に復旧でき
るようにするため、予め事業継続計画（ＢＣＰ）を策定しておくことが極めて有効であることから、市内企業におけるＢＣＰ策定を促
進する必要がある。

リスク分散を重視した企業誘致等の推進(商工港湾課)
〇　経済活動のリスク分散やサプライチェーンの複線化に資するため、首都圏等に所在する企業の本社機能や生産拠点の本県
への移転、誘致に向けた取組みを推進する必要がある。

港湾施設の整備・老朽化対策の推進(商工港湾課)
○　物流の拠点となる港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になっていない。こ
のため、隣県等の港湾が大規模津波等により被災し、機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、緊急輸送
が可能となる耐震強化岸壁などの緊急輸送施設の整備を推進する必要がある。また、予防保全の考え方に基づき、計画的な維
持管理・更新を実施する必要がある。

5-2)　社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止
エネルギー供給事業者との連絡強化(危機管理課)
○　エネルギー供給の長期途絶を回避するため、平時からエネルギー供給に関する災害情報の連絡訓練を実施し、事業者と市
との連絡体制を強化する必要がある。

5-3)　コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等
石油コンビナートの防災体制の充実強化(危機管理課)
○　東日本大震災の教訓やこれまでのコンビナート災害により得られた知見等を踏まえ、津波による被害想定、事業継続性の確
保、情報連絡体制の整備の観点から県の石油コンビナート等防災計画の見直しに合わせた対応など、防災体制の一層の充実
強化を図る必要がある。
○　酒田海上保安部や酒田地区広域行政組合消防本部などの関係機関と連携して実地訓練を実施しているが、さらなる応急対
処能力の向上を図るため、より実践的な内容による訓練を実施する必要がある。

港湾施設の整備・老朽化対策の推進(商工港湾課)
○　石油コンビナートや重要な産業施設等に関する港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応
できる構造になっていない。このため、隣県等の港湾が大規模津波等により被災し、機能停止した場合に代替機能を担うことも
視野に入れながら、緊急輸送が可能となる耐震強化岸壁などの緊急輸送施設の整備を推進する必要がある。さらに、予防保全
の考え方に基づき、計画的な維持管理・更新を実施する必要がある。

5-4)　海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響
港湾機能継続のための体制整備(商工港湾課)
○　「酒田港港湾機能継続計画（港湾ＢＣＰ）（H27.3）」（「酒田港港湾機能継続計画協議会」策定、事務局：東北地方整備局酒田
港港湾事務所および山形県港湾事務所）に基づき、行政機関、民間事業者が協働して、大規模災害発生時に港湾被災による経
済活動への影響を最小限とするための具体的な行動計画を整備する必要がある。

港湾施設の整備・老朽化対策の推進(商工港湾課)
○　港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になっていない。このため、隣県等の
港湾が大規模津波等により被災し、機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、緊急輸送が可能となる耐震強
化岸壁などの緊急輸送施設の整備を推進する必要がある。また、予防保全の考え方に基づき、計画的な維持管理・更新を実施
する必要がある。

高速道路及び地域高規格道路等の整備(危機管理課 、整備課)



○　本県の高速道路については道路網が途切れている区間（ミッシングリンク）も存在するなど、整備が大幅に遅れている状況に
ある。大規模災害時に県内外被災地への物資供給や人的支援等を迅速に行うため、県内外を結ぶ高速道路や地域高規格道
路、特に東日本大震災により重要性が認識された日本海側と太平洋側を結ぶ「横軸」幹線道路、県境道路等を早急に整備する
必要がある。
○　併せて、被災地や防災拠点等への速やかなアクセスを可能とする高速道路等へのアクセス道路や、追加インターチェンジ、
スマートインターチェンジの整備を進める必要がある。

道路施設の防災対策・耐震化・老朽化対策の推進(土木課)
○　道路施設の防災対策について、落石崩壊、岩石崩壊や雪崩などの道路防災総点検の結果に基づき、要対策箇所について、
順次対策工事を実施しているところであり、今後も、引き続き計画的な整備を行う必要がある。また、橋りょうの耐震化について
も、緊急輸送道路等の橋りょうを中心に、重点的に対策工事を実施しており、引き続き計画的な整備を行う必要がある。
○　橋りょうをはじめとする道路施設等の老朽化対策については、各施設の長寿命化修繕計画に基づき、計画的な維持管理・更
新を実施する必要がある。

羽越新幹線の整備(企画調整課)
○　東日本大震災を教訓として、東北地域と首都圏や西日本とを結ぶ高速交通ネットワークのリダンダンシー機能の重要性が再
認識されており、その中でも、定時性、速達性、大量輸送性に優れた整備新幹線は、高速交通ネットワークの基軸として期待され
ているが、本県にはまだ整備新幹線が整備されていない。日本海国土軸の形成を図り、東京一極集中を是正するためにも、フル
規格の奥羽・羽越新幹線の整備を早期に実現する必要がある。

鉄道施設の耐震化・防災対策の促進(企画調整課)
○　災害時における鉄道利用者の安全性の確保及び大量輸送等の鉄道機能を維持するため、予め鉄道事業者による線路等鉄
道施設の耐震性の強化や大雨・大雪等自然災害の防止に向けた雪崩防止柵等の整備を図る必要がある。
○　災害発生時、鉄道事業者においては鉄道利用者の安全確保を第一に速やかな対応を図るとともに、施設復旧までの期間、
代行バスを運行するなど、鉄道利用者の利便性を確保する必要がある。

地方航空ネットワークの維持・拡大(企画調整課)
○　庄内空港は、東日本大震災直後に、多くの臨時旅客便や防災ヘリを受け入れ、被災地への救援物資や旅客を輸送する拠点
空港として機能したことを踏まえ、大規模災害時におけるリダンダンシー機能を確保・向上するため、地方空港の機能強化や路
線の維持・拡大を図ることが必要である。

空港及び港湾施設の整備・老朽化対策の促進(企画調整課 、商工港湾課)
○　空港施設については、建物等の耐震化対策は実施しているが、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になって
いない。このため、隣県等の空港が大規模災害により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、滑走
路などの施設整備を促進する必要がある。
○　港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になっていない。このため、隣県等の
港湾が大規模津波等により被災し、機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、緊急輸送が可能となる耐震強
化岸壁などの緊急輸送施設の整備を推進する必要がある。
○　空港施設・港湾施設とも予防保全の考え方に基づき、計画的な維持管理・更新を実施する必要がある。

5-5)　食料等の安定供給の停滞
災害時における生鮮食料品の安定供給(農政課)
○　庄内広域行政組合について、災害時でも生鮮食料品等を安定供給するため、防災性に配慮した施設整備を進めるとともに、
平時から、災害時における電気・水・燃料の確保策や危機管理対応マニュアルの整備、卸売市場間の連携等の対策を講じる必
要がある。また、市場開設者、卸売業者、仲卸業者等は、ＢＣＰ（事業継続計画）の策定等を通じて、災害時においても業務を継
続できるような体制の確立を図る必要がある。

食料生産基盤の整備(農政課 、農林水産課)
○　災害が発生しても、安定的に食料生産ができるよう、耐震化などの防災・減災対策を含め、農地や農業水利施設などの生産
基盤の整備を推進する必要がある。

目標6　大規模自然災害発生直後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク
等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る。

6-1)　電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガスサプライチェーンの長期間にわたる機能
の停止

エネルギー供給事業者との連絡強化(危機管理課)
○　エネルギー供給の長期途絶を回避するため、平時からエネルギー供給に関する災害情報の連絡訓練を実施し、事業者と市
との連絡体制を強化する必要がある。

再生可能エネルギーの導入拡大(商工港湾課)
○　東日本大震災前（平成22年度）において、県内発電所の供給電力量は県内消費電力量比で約６割となっており、残りの４割
は県外からの融通電力になっている。（平成25年度：県内約８割、県外約２割）
　　生活・経済活動に必要なエネルギーの安定供給を確保するためには、安全で持続可能なエネルギー源である再生可能エネ
ルギーの導入拡大が必要であり、風力発電やメガソーラーなど大規模事業の展開促進によりエネルギー供給量の確保を図る必
要がある。
　　また、災害リスクに対応し、エネルギーの安定した供給基盤を構築していくためには、風力や太陽光、バイオマス、中小水力
などそれぞれの地域特性に応じた電源・熱源を利用した分散型のエネルギー供給体制（エリア供給システム）を整備するととも
に、家庭・事業所及び公共施設への再生可能エネルギー設備の導入を促進していく必要がある。

6-2)　上水道や農業用水、工業用水の長期間にわたる供給停止
水道施設の耐震化・老朽化対策の推進(上下水道部)



○　水道施設の耐震化率（簡易水道・小規模水道を除く）は、基幹管路が55.5％(H29)、浄水施設が0％(H29)、配水施設が29.6％
(H29)と、全国平均の各々39.3％、29.1％、55.2％と比較して、基幹管路を除き全国水準を下回っており、施設の老朽化対策と併
せ、耐震化を着実に進める必要がある。

農業水利施設の耐震化・老朽化対策の推進(農林水産課)
○　基幹的な農業水利施設について、機能診断を速やかに実施し、これに基づく耐震化・老朽化対策を着実に推進する必要が
ある。

災害時の応急給水体制などの整備(上下水道部)
○　給水拠点の確保のための医療施設、避難所等の重要施設へ配水経路の優先的な耐震化を図る。速やかな応急給水や復
旧活動のための復旧資機材及び応急給水体制などの整備を進める必要がある。

6-3)　汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止
下水道に係る業務継続計画（ＢＣＰ）策定・施設耐震化等の推進(上下水道部)
○　下水道に係る業務継続計画（ＢＣＰ）は、災害時に備え、より実効性のあるＢＣＰへブラッシュアップする必要がある。また、道
路下の管路施設をはじめ、施設の耐震化・耐水化は途上にあることから、地方公営企業として財政状況を勘案しながら着実に進
める必要がある。

汚水処理施設の機能保持・老朽化対策の促進(上下水道部)
○　ポンプ施設・処理施設は、状態監視保全等による適切な維持管理を行うとともに、ストックマネジメント計画等に基づき、老朽
化対策として施設の改築・更新を着実に進める必要がある。また、非常用エンジンや自家発電機の設置を進め、災害時の汚水
処理機能の保持に努める必要がある。

6-4)　地域交通ネットワークが分断する事態
鉄道施設の耐震化・防災対策の促進(企画調整課)
○　災害時における鉄道利用者の安全性の確保及び大量輸送等の鉄道機能を維持するため、予め鉄道事業者による線路等鉄
道施設の耐震性の強化や大雨・大雪等自然災害の防止に向けた雪崩防止柵等の整備を図る必要がある。
○　災害発生時、鉄道事業者においては鉄道利用者の安全確保を第一に速やかな対応を図るとともに、施設復旧までの期間、
代行バスを運行するなど、鉄道利用者の利便性を確保する必要がある。

路線バス等地域公共交通の確保(都市デザイン課)
○　災害発生に伴い道路等が寸断され、バス路線等地域公共交通の運行が困難な場合、道路管理者とバス事業者との情報共
有化を図り、代替路線による迂回路運行を早期に行うなど、臨機応変な運行を行い地域公共交通の確保を図る必要がある。

農道施設の耐震化・長寿命化対策の推進(農林水産課)
○　農道として管理している農道橋について、引き続き定期的な診断を実施するとともに、点検結果に基づき、施設の耐震化及
び老朽化が進んだ施設の長寿命化対策を計画的に実施する必要がある。

災害に強い路網整備の推進(農林水産課)
○　災害時の避難や救援等に備えた林道の整備、治山ダムなどインフラの耐震化・長寿命化により、災害に強い交通網を整備
する必要がある。

道路施設の防災対策・耐震化・老朽化対策の推進(土木課)
○　道路施設の防災対策について、落石崩壊、岩石崩壊や雪崩などの道路防災総点検の結果に基づき、要対策箇所について、
順次対策工事を実施しているところであり、今後も、引き続き計画的な整備を行う必要がある。また、橋りょうの耐震化について
も、緊急輸送道路等の橋りょうを中心に、重点的に対策工事を実施しており、引き続き計画的な整備を行う必要がある。
○　橋りょうをはじめとする道路施設等の老朽化対策については、各施設の長寿命化修繕計画に基づき、計画的な維持管理・更
新を実施する必要がある。

6-5)　防災インフラの長期間にわたる機能不全
ライフラインの早期復旧の促進(危機管理課)
〇　大規模災害が発生した場合、電気・上下水道・ガス・燃料・交通ネットワークなどライフラインの早期の復旧は困難であり市民
生活に支障をきたすため、代替するものが必要である。

目標7　制御不能な二次災害を発生させない

7-1)　ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出物の流出による二次災害の発生
ため池のハザードマップ作成の推進、使用していないため池の廃止(農林水産課)
○　ため池の決壊による被害を未然に防止するため、ため池の点検・耐震診断を実施し、補強の必要なため池については順次
整備を行う必要がある。また、使用していないため池については、廃止について、管理者と協議していく必要がある。併せて、決
壊すると多大な影響を与えるため池については、住民の避難に資する「ため池ハザードマップ」の作成・公表を行う必要がある。

治山施設等の土砂災害対策の推進(農林水産課)
○　治山施設や地すべり防止施設等の土砂災害対策を進めるとともに、山地災害の防止や水源の涵養など、森林の公益的機
能の維持・増進を図る必要がある。

砂防施設の計画的な維持管理の推進(整備課)
○　砂防施設の長寿命化や技術革新等に対応した更新によるコスト縮減を念頭に、既存施設の現状把握、機能・効果等の判定
を行い、計画的な施設更新・修繕等を実施する必要がある。

土砂災害緊急情報など避難に資する情報伝達体制の整備(危機管理課)



○　融雪や豪雨、巨大地震に伴う大規模地すべり等により天然ダムが形成された場合、決壊による二次災害の発生が懸念され
ることから、土砂災害緊急情報など避難に資する情報を、住民等に迅速に周知するための体制を整備する必要がある。

7-2)　有害物質の大規模拡散・流出
有害物質の拡散・流出防止対策の推進(危機管理課)
○　有害物質等の公共用水域への流出若しくは地下への浸透又は大気中への放出の防止を図るため、有害物質を取り扱う施
設については、法令に則った設置者の適正な維持管理の徹底を図る必要がある。

危険物施設の耐震化の促進(危機管理課、建築課、消防本部)
○　災害時に、屋外タンク貯蔵所等の危険物施設の被災により危険物が拡散し、引火などによる爆発等の二次災害の防止を図
るため、耐震基準に適合しない危険物施設の耐震化を促進する必要がある。

ＮＢＣ災害対策用資機材の充実(危機管理課)
○　ＮＢＣ災害時に消防職員の安全を確保しつつ効果的な消防活動を行うため、消防本部におけるＮＢＣ災害対策用資機材の
充実を図る必要がある。

有害物質の拡散・流出を想定した訓練の実施(危機管理課)
○　化学剤等の拡散・流出を想定した防災訓練等を実施し、有害物質の大規模拡散・流出の場合における対処能力の向上を図
る必要がある。

7-3)　農地・森林等の荒廃による被害の拡大
農地・農業用施設等の保全管理の推進(農林水産課)
○　農地が持つ保水効果や土壌流出の防止効果などの国土保全機能は、営農の継続により発揮されることから、農家や地域住
民が共同で行う水路、農道等の保全管理を推進する必要がある。

治山施設等の土砂災害対策の推進(農林水産課)
○　治山施設や地すべり防止施設等の土砂災害対策を進めるとともに、山地災害の防止や水源の涵養など、森林の公益的機
能の維持・増進を図る必要がある。

7-4)　風評被害等による地域経済等への甚大な影響
風評被害等の防止に向けた正確な情報の発信(危機管理課)
○　災害についての正確な被害情報等を収集し、正しい情報を適時かつ的確に提供することにより、地理的な誤認識や危険性
に対する過剰反応等による風評被害を防ぐ必要がある。

目標8　大規模自然災害発生直後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する

8-1)　大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態
災害廃棄物処理計画の策定(環境衛生課)
○　環境省の「災害廃棄物対策指針」を踏まえ、大規模な災害が発生した際に災害廃棄物を適正・円滑・迅速に処理し、被災し
た市民の生活環境の保全と公衆衛生上の支障の防止を図りながら復旧・復興に資することを目的に「災害廃棄物処理計画」を
策定し、災害廃棄物の処理体制の構築を図る必要がある。

8-2)　道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復
旧・復興が大幅に遅れる事態

建設関係団体との連携強化(危機管理課)
○　市は、各種建設関係団体と災害時における応急対策への支援について協定を締結しているが、大規模災害時において、建
設関係事業者の広域的な応援協力による応急対策が迅速かつ効果的に行われるよう、防災訓練等を通じ一層の連携強化を図
る必要がある。

復旧・復興を担う人材の育成(土木課 、整備課、建築課)
○　道路啓開等の復旧・復興を担う人材（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）を育成するため、各種
建設関係団体と行政が連携した取組みを行う必要がある。
○　県内の建設業就業者数のうち、29歳以下の構成比は約11%（H22国勢調査）と、H12国勢調査時の約19%から8ポイント減少し
ており、災害時に道路啓開等を担う建設業界において、若年入職者の減少、技能労働者の高齢化等による担い手不足が懸念さ
れていることから、業界団体と行政が連携して担い手の確保を図るとともに、労働者育成の観点から就労環境の改善を図る必要
がある。

8-3)　貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失 
地域コミュニティの維持(まちづくり推進課)
○　大規模災害時には、「自助」「共助」「公助」の適切な役割分担のもとに防災・減災対策を講じることが不可欠となる。特に「共
助」の基盤となる地域コミュニティについては、少子高齢化や人口減少の進展等により、今後その維持が困難となることが懸念さ
れることから、平時から活力ある地域づくりを促進する必要がある。

自主防災組織の育成強化(危機管理課)
○　災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の充実が不可欠であり、その重要な役
割を担う自主防災組織については、組織率が約96%（R1）と全国平均（83％/H30）を上回っているが、更なる組織化を促進する必
要がある。
○　災害時に、自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには平常時からの活発な活動が必要であることから、今後一層の
活動の活性化を促進する必要がある。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女
性の積極的な参加を促す必要がある。

被災者生活再建支援制度の拡充(危機管理課)



○　大規模災害発生後、被災者が速やかに生活を再建するためには、被災者生活再建支援制度の活用が有効であるが、制度
の適用範囲や支給範囲について、一層の拡充に向けた取組みを進める必要がある。

空き家対策の推進(まちづくり推進課)
○　空き家・空き地であっても個人の所有物であることが大前提であり、大規模災害発生時に、空き家の所有者が近くに居な
かったり、連絡が取れなくなることで放置される恐れがあるので、常日頃から空き家の所有者と連絡が取れる体制を構築する必
要がある。

8-4)　鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態
高速道路及び地域高規格道路等の整備(危機管理課 、整備課)
○　本県の高速道路については道路網が途切れている区間（ミッシングリンク）も存在するなど、整備が大幅に遅れている状況に
ある。大規模災害時に県内外被災地への物資供給や人的支援等を迅速に行うため、県内外を結ぶ高速道路や地域高規格道
路、特に東日本大震災により重要性が認識された日本海側と太平洋側を結ぶ「横軸」幹線道路、県境道路等を早急に整備する
必要がある。
○　併せて、被災地や防災拠点等への速やかなアクセスを可能とする高速道路等へのアクセス道路や、追加インターチェンジ、
スマートインターチェンジの整備を進める必要がある。

奥羽・羽越新幹線の整備(企画調整課)
○　東日本大震災を教訓として、東北地域と首都圏や西日本とを結ぶ高速交通ネットワークのリダンダンシー機能の重要性が再
認識されており、その中でも、定時性、速達性、大量輸送性に優れた整備新幹線は、高速交通ネットワークの基軸として期待され
ているが、本県にはまだ整備新幹線が整備されていない。日本海国土軸の形成を図り、東京一極集中を是正するためにも、フル
規格の奥羽・羽越新幹線の整備を早期に実現する必要がある。

山形新幹線の庄内延伸(企画調整課)
○　東日本大震災を教訓として、庄内沿岸地域と内陸圏とを結ぶ高速交通ネットワークのリダンダンシー機能の重要性が再認識
されており、その中でも、定時性、速達性、大量輸送性に優れた新幹線は、高速交通ネットワークの基軸として期待されている
が、庄内にはまだ新幹線が整備されていない。庄内と内陸を結ぶ高速交通ネットワークの形成を図り、県内の均衡ある発展と東
西のリダンダンシー機能の是正のためにも、山形新幹線の庄内延伸を早期に実現する必要がある。

地方航空ネットワークの維持・拡大(企画調整課)
○　庄内空港は、東日本大震災直後に、多くの臨時旅客便や防災ヘリを受け入れ、被災地への救援物資や旅客を輸送する拠点
空港として機能したことを踏まえ、大規模災害時におけるリダンダンシー機能を確保・向上するため、地方空港の機能強化や路
線の維持・拡大を図ることが必要である。

緊急輸送道路等の確保(土木課、整備課)
○　被災時において、医療施設及び関係者の支援ルート確保のため、緊急輸送道路等の無電柱化、落石等危険箇所の防災対
策工事、雪崩・防雪施設の整備、橋りょうの耐震補強工事、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿命化を推進する必要が
ある。

迅速な復興に資する地籍調査の推進(農林水産課)
○　土地境界の明確化を図る地籍調査は、被災後の迅速な復旧・復興に資するものである。進捗率は69.0％（H30）と県（49.2％）
よりは高いが、約1/3の市町村が完了していることから、計画的に推進する必要がある。



別表２　「起きてはならない最悪の事態」ごとの施策推進方針

目標1　大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

1-1)　地震等による建物・交通施設等（1-2の施設を除く）の倒壊や火災に伴う死傷者の発生
住宅・建築物等の耐震化の促進(建築課 、危機管理課)
○　住宅や多数の者が利用する建築物等について、国の制度を活用した支援や啓発活動の充実、耐震診断後のフォローアップ
などきめ細かな対応により、耐震化を早急に進める。また、吊り天井など非構造部材の耐震対策を促進する。
○　市の防災拠点施設のうち体育施設等について、耐震化を一層促進する。

市営住宅の耐震化の推進(建築課)
○　市営住宅について、老朽化に対する保全に努める。

緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化の促進(建築課)
○　救急救援活動等に必要な緊急輸送道路や避難路について、被災時において避難や救助を円滑かつ迅速に行うために沿道
建築物の耐震化を促進する。

空港及び港湾の耐震化の促進(企画調整課 、商工港湾課)
○　災害時の緊急輸送の拠点となる空港施設や港湾施設について、大規模な地震にも対応可能な耐震化対策を国、県に対して
要望する。

市営住宅の老朽化対策の推進(建築課)
○　市営住宅について、「酒田市市営住宅長寿命化計画」に基づき、計画的なストック管理（修繕、改善等）に努める。

空き家対策の推進(まちづくり推進課)
○　自治会（近隣住民）と空き家等所有者がすぐに連絡が取り合えるよう、常日頃から良好な関係を築くことを目的に、自治会に
よる空き家等見守り隊の活動を推進する。
○　大規模災害発生時に、空き家の倒壊による道路の閉塞や周辺住宅への被害、火災発生などを防止するため、県や民間組
織等と連携して総合的な空き家対策を推進するとともに、空き家の実態把握、活用及び危険な空き家の解体を国、県と連携して
促進する。

家具の転倒防止対策の推進(危機管理課)
○　大規模地震発生時に、家具転倒による人的被害を防止するため、市民に対する啓発活動の充実など、家具転倒防止対策を
推進する。

緊急輸送道路等の整備(土木課、整備課)
○　救急救援活動等に必要な緊急輸送道路や避難路について、国、県や高速道路管理者と連携を図り整備を推進するととも
に、緊急輸送道路等の無電柱化や落石等危険箇所の防災対策、橋梁の耐震補強、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長
寿命化を推進する。

街路・都市施設等の整備(危機管理課、都市デザイン課)
○　災害時における避難路や防火帯となる街路の整備を推進するとともに、防災センターや一時避難場所など、地域における防
災機能を強化するための防災拠点施設等の整備を推進する。

大規模盛土造成地対策の推進(危機管理課、都市デザイン課)
○　地震発生時に地滑りや崩壊等により被害を生じる可能性のある大規模盛土造成地を把握するため、国と連携し変動予測調
査を実施するとともに、調査結果を公表するなど、市民に対して情報提供等対策を推進する。

避難場所の指定、耐震化・設備整備の促進(危機管理課 、福祉企画課 、高齢者支援課、教育委員会)
〇　避難にあたり一定の配慮を必要とする高齢者、障がい者等のための福祉避難所は指定済であるが、今後、状況の変化に合
わせ、随時見直しを行っていく。
○　避難所の機能強化のため、引き続き、市町村が実施する耐震化や良好な生活環境を確保するための設備整備の取組みを
促進する。
〇　避難所の衛生状態を確保するため、小中学校のトイレ改修を促進する。

避難路沿道のブロック塀等の耐震化の促進(建築課)
○　被災時において避難や救助を円滑かつ迅速に行うため避難路等の沿道のブロック塀等の耐震化を促進する。

1-2)　不特定多数が集まる施設の倒壊・火災
庁舎等の耐震化・維持管理等の推進(総務課、各施設管理課)
○　市本庁舎、分庁舎（中町庁舎）、その他支所（総合支所）等の不特定多数が集まる市有施設については、「新耐震基準」によ
り建築されていることから、今後は、酒田市公共施設適正化基本計画の公共施設適正化マネジメントの基本方針に基づき、施設
の長寿命化を推進するとともに、計画的な維持管理・更新を行う。

被害発生危険性の高い地域に立地する公共施設対策の推進(総務課、各施設管理課)
○　被害発生危険性の高い地域内に立地する公共施設について、建物の構造や各種災害のハザードマップを確認し、嵩上げ等
の改修による機能維持や施設建替え時の移転等による機能移転など、状況に応じた対策を進める。

不特定多数の者が利用する建築物等の耐震化の促進(建築課 、教育委員会 、子育て支援課 、福祉企画課 、高齢者支援課)



○　不特定多数の者が利用する建築物等については、地震等により損壊・倒壊した場合の影響が非常に大きくなるため、全ての
建築物の耐震化を目指した取組みを進める。
○　公共建築物に比較し、民間建築物の耐震化が遅れており、国の制度を活用した支援や啓発活動の充実などの対応により、
民間建築物に係る耐震化を一層促進する。特に、耐震診断が義務付けられたホテル・旅館等の民間の大規模建築物について
は、耐震診断結果に基づく対応を促進するため、国の制度を活用した新たな支援制度の整備を図る。
○　公立学校施設のうち老朽化した施設やトイレの洋式化が完了していない学校については、国庫負担金・交付金を活用しなが
ら計画的な整備を行う。
○　未耐震化の文化財においては大改修を機に耐震診断を行い、必要に応じて耐震改修を行う予定としている。また、市立資料
館については、移転を含めた将来構想が決定し、令和６年度に中央図書館跡地（総合文化センター内）に移転予定である。
○　保育所、幼稚園及び幼保連携型認定保育園の施設について、耐震化が完了していない民間施設については、国・県の補助
制度を活用した耐震化を実施する。公立施設については、令和３年４月1日以降は未耐震化の施設はない。
○　児童養護施設、児童自立支援施設のうち老朽化した施設については、助成制度を活用しながら計画的な整備を促進する。
○　社会福祉施設は、2次避難所としての利用が想定されていることから、施設の耐震化とともにスプリンクラーの設置等により、
避難所機能の確保を図る。

都市公園施設の耐震化・計画的な維持管理の推進(整備課 )
〇　都市公園施設の主要な建築物については、「新耐震基準」により建築又は耐震改修が完了していることから、今後は、「酒田
市公園施設長寿命化計画」に基づき、施設の長寿命化を推進するとともに、計画的な維持管理・更新を行う。また、耐震化未完
了の建築物等については、更新に合わせ耐震化を行い機能強化を図る。

事業所・店舗における棚等の転倒防止対策の推進(商工港湾課)
○　大規模地震発生時に、事業所執務室の書棚や店舗の陳列棚等の転倒による人的被害を防止するため、事業所等に対する
啓発活動の充実など、事業所や店舗における棚等の転倒防止対策を推進する。

緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化の促進(建築課)
○　救急救援活動等に必要な緊急輸送道路や避難路について、被災時において避難や救助を円滑かつ迅速に行うために沿道
建築物の耐震化を促進する。

大規模盛土造成地対策の推進(危機管理課、都市デザイン課)
○　地震発生時に地滑りや崩壊等により被害を生じる可能性のある大規模盛土造成地を把握するため、国と連携し変動予測調
査を実施するとともに、調査結果を公表するなど、市民に対して情報提供等対策を推進する。

1-3)　大規模津波等による多数の死者の発生
津波ハザードマップ・津波避難体制の整備(危機管理課)
○　津波防災地域づくりに関する法律に基づき県が津波災害警戒区域の指定を行うことから、市における津波ハザードマップや
津波避難計画の見直し、及び見直し後の津波避難計画に基づく避難訓練や防災教育等の実施を促進するほか、民間団体等に
おける津波防災教育の取組みを周知するなど、対象となる住民の津波防災意識の一層の向上を図る。
〇　指定後の浸水区域の要配慮者利用施設について、避難確保計画作成の説明会の実施、避難訓練実施の照会などを行い、
実施状況の把握に努める。

津波避難対策の推進(危機管理課)
○　津波からの避難を確実に行うため、道路情報板による津波情報の提供、津波浸水の海抜表示板、津波避難誘導看板等の
設置を進める。また、道路からの避難あるいは道路への避難が行えるよう、関係機関と連携し非常用階段等の避難経路の確保
を図る。

津波観測体制の充実強化(危機管理課)
○　大地震発生時における沿岸住民の速やかな避難など地震・津波防災対策の強化のため、ＧＰＳ波浪計や海底地震計の増設
を政府に提案するなど、日本海東縁部における地震・津波観測体制の充実・強化を促進する。

漁港施設の整備(農林水産課)
○　漁港施設については、拠点漁港における主要陸揚げ岸壁とその前面防波堤に関して、耐津波・耐地震対策の機能診断を行
い、要対策と判定された施設については、レベル１津波や台風等の異常波浪に対する機能を強化するための整備が推進される
よう県に対して要望する。

海岸保全施設の整備・維持管理の推進(商工港湾課 、農林水産課)
○　海岸保全施設については、津波及び高潮への対策として必要な機能の確保に向けた施設整備の推進や、老朽化した施設
について、施設の管理者毎に長寿命化への取組みを進めるなど、適切な維持管理や計画的な更新等が図られるよう県に対して
要望する。

空港及び港湾施設の整備・老朽化対策の促進(企画調整課 、商工港湾課)
○　空港施設については、建物等の耐震化対策は実施しているが、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になって
いない。このため、隣県等の空港が大規模災害により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、滑走
路などの施設整備を促進する。
○　港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になっていない。このため、隣県等の
港湾が大規模津波等により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、緊急輸送が可能となる耐震強
化岸壁などの緊急輸送施設の整備を国、県に対して要望する。
○　空港施設・港湾施設とも予防保全の考え方に基づき、計画的な維持管理・更新を県に対して要望する。

飛島における津波等避難対策の推進(危機管理課)



○　県が平成27年度に実施した津波浸水想定の見直しを踏まえ、市における津波ハザードマップや津波避難計画の見直し、及
び見直し後の津波避難計画に基づく避難訓練や防災教育等の実施を促進するほか、民間団体等における津波防災教育の取組
みを周知するなど、対象となる住民の津波防災意識の一層の向上を図る。
○　津波からの避難を確実に行うため、道路情報板による津波情報の提供、津波浸水の海抜表示板等の設置を進める。また、
脆弱な避難路を整備、管理し道路からの避難あるいは道路への避難が行えるよう、関係機関と連携し非常用階段等の避難経路
の確保を図る。
○　大地震発生時における沿岸住民の速やかな避難など地震・津波防災対策の強化のため、ＧＰＳ波浪計や海底地震計の増設
を政府に提案するなど、日本海東縁部における地震・津波観測体制の充実・強化を促進する。

1-4)　突発的または広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生
洪水ハザードマップの作成(危機管理課)
○　出前講座などの場を利用し、洪水ハザードマップの活用を促進する。

避難勧告等の具体的な発令基準の策定(危機管理課)
○　洪水時の住民の円滑かつ迅速な避難に資するため、マニュアルの見直しを推進する。

迅速な避難活動に繋がる河川・気象情報提供の強化(危機管理課)
○予め災害リスク情報を把握できるよう浸水想定区域図等の作成を、国・県に対して要望していくとともに、公表された浸水想定
区域を市民に対して周知していく。
〇洪水時に迅速に避難行動、水防活動等を行うために、河川の水位や気象情報等を県から市町村に発信する「河川砂防情報
システム」の機能強化等を県に要望していく。

タイムラインの運用(危機管理課)
○　災害発生の事前予測がある程度可能な台風及び洪水予報河川等について、とるべき防災対応を時系列に沿ってまとめたタ
イムライン（事前防災行動計画）の運用により、被害の最小化を図る。

治水対策の推進(整備課)
○　近年の気候の変動による局地的な大雨（いわゆるゲリラ豪雨）の急増に対処するため、重点整備区間を設定し河川改修・ダ
ム整備等を行うなど、治水効果の早期発現を図る。

河川管理施設の維持管理(整備課)
○　老朽化した水門・樋門等の河川管理施設について、長寿命化計画に基づき、計画的に補修・更新を行う。
○　治水ダムについては、各設備が今後更新時期を迎えることから、ライフサイクルコストの縮減など一層の効率的な維持管理・
更新を推進するため、計画的な長寿命化計画を策定し補修・更新を行う。
○　河川が有する流下能力を常に発揮できるようにするため、河積阻害の大きな要因となる河道の堆積土砂や河川支障木の除
去に重点をおいて取り組むほか、経年劣化した護岸等の補強・補修を行う。

都市部における内水浸水対策の促進(土木課 、上下水道部)
○　いわゆるゲリラ豪雨の頻発による道路冠水等の内水氾濫のリスク増大に対処するため、「社会資本総合整備計画」に基づく
下水道雨水幹線等施設整備を促進する。

1-5)　大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生
火山噴火に対する警戒避難体制の整備(危機管理課 、交流観光課)
○　火山活動の状況について、突発的に発生する水蒸気噴火の前兆をより正確に観測できるよう観測体制の強化を図る。
○　平常時から火山防災関係者による顔の見える関係を構築するとともに、防災訓練を通じて連携の強化を図る。
○　観光客や登山者の安全確保のため、突発的な噴火を想定した避難壕の整備や迅速な安否確認のための登山者の状況を把
握するための方策を検討する。

土砂災害に対する警戒避難体制の整備(危機管理課)
○　土砂災害防止法に基づく基礎調査の実施及び土砂災害警戒区域等の指定を推進するとともに、土砂災害ハザードマップの
作成、土砂災害を想定した避難訓練などを積極的に行い、警戒避難体制を整備する。

土砂災害に係る避難勧告等の発令基準の策定(危機管理課)
○　土砂災害の発生が予想される際の円滑かつ迅速な避難を確保するため、引き続き、避難勧告等の発令基準に基づき適切
に対応していく。

治山施設等の土砂災害対策の推進(農林水産課)
○　治山施設や地すべり防止施設等の土砂災害対策を進めるとともに、山地災害の防止や水源の涵養など、森林の公益的機
能の維持・増進を県に対して要望する。

砂防施設の整備・維持管理の推進(整備課)
○　砂防施設の整備について、災害発生箇所の再度災害防止対策及び要配慮者利用施設（24時間入居型）の保全対策などを
重点的に推進する。
○　砂防施設の長寿命化や技術革新等に対応した更新によるコスト縮減を念頭に、既存施設の現状把握、機能・効果等の判定
を行い、計画的な施設更新・修繕等を実施する。
○　活火山である鳥海山については、日向川等において砂防設備を整備するとともに、「火山噴火緊急減災対策砂防計画」に基
づき、緊急ハード対策に取り組む。

土砂災害による住宅被害の軽減(建築課)
〇　土砂災害による住宅被害を軽減するため、土砂災害特別警戒区域等に所在する住宅の移転を推進する。

1-6)　暴風雪及び豪雪による重大事故や交通途絶等に伴う死傷者の発生
暴風雪時における的確な道路管理の推進(土木課)
○　暴風雪時には、関係機関連携のもと迅速かつ的確な道路管理を実施するとともに、災害発生時においては、各道路管理者
による応急復旧や道路警戒により早期に交通路を確保する必要があるため、平時から関係機関等との連携構築等を図る。

道路の防雪施設の整備(土木課)



○　各道路管理者（国、県、市町村）においては、道路防災総点検を踏まえた要対策箇所を中心に、雪崩防止柵、防雪柵など必
要な防雪施設の整備や流雪溝等の除排雪施設の整備を重点的に進めているが、必要箇所への対策は進捗途上にあり、気象条
件の変化による新たな対策必要箇所と併せて整備を促進する。

道路の除雪体制等の確保(土木課)
○　安定的な除雪体制を確保する上で、各管理者の財政事情や除雪作業を請け負う事業者の経営環境の悪化、除雪機械の老
朽化など、多くの課題があり、これらの課題を踏まえた総合的な対策を検討する。

雪下ろし事故を防止するための注意喚起(危機管理課)
○　雪下ろし中の転落事故が後を絶たないことから、今後とも引き続き、積雪状況や気象の見通しに基づき、事故防止の注意喚
起を行う。

豪雪災害時の災害救助法の適用(危機管理課)
○　豪雪時における家屋倒壊を防止するため、障害物（雪）の除去など、災害救助法の適用による豪雪災害への対応を図る。

1-7)　情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生
災害時における行政機関相互の通信手段の確保(危機管理課)
○　大地震など大規模災害発生時の通信事業者回線が機能しない場合でも、行政機関相互の通信手段を確保するため、県防
災行政通信ネットワークの適正な更新計画を県に求めていく。

災害時における住民への情報伝達の強化(危機管理課)
○　災害時に、住民に対して防災情報や避難情報を迅速かつ確実に伝達する手段として非常に有効な同報系防災行政無線な
ど情報一斉伝達システムについて、整備を促進する。

迅速な避難活動に繋がる河川・気象情報提供の強化(危機管理課)
○予め災害リスク情報を把握できるよう浸水想定区域図等の作成を、国・県に対して要望していくとともに、公表された浸水想定
区域を市民に対して周知していく。
〇洪水時に迅速に避難行動、水防活動等を行うために、河川の水位や気象情報等を県から市町村に発信する「河川砂防情報
システム」の機能強化等を県に要望していく。

自主防災組織の育成強化(危機管理課)
○　災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の充実が不可欠であることから、その
重要な役割を担う自主防災組織について、更なる組織化を促進する。
○　災害時に、自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには平常時からの活発な活動が必要であるため、活動の活性化
を促進する。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女性の積極的な参加を促進
する。

防災教育の充実(危機管理課 、教育委員会)
○　津波防災地域づくりに関する法律に基づき県が津波災害警戒区域の指定を行うことから、市における津波ハザードマップや
津波避難計画の見直し、及び見直し後の津波避難計画に基づく避難訓練や防災教育等の実施を促進するほか、民間団体等に
おける津波防災教育の取組みを周知するなど、対象となる住民の津波防災意識の一層の向上を図る。
〇　指定後の浸水区域の要配慮者利用施設について、避難確保計画作成の説明会の実施、避難訓練実施の照会などを行い、
実施状況の把握に努める。

防災訓練の充実(危機管理課)
○　津波からの避難を確実に行うため、道路情報板による津波情報の提供、津波浸水の海抜表示板、津波避難誘導看板等の
設置を進める。また、道路からあるいは道路への避難が行えるよう、関係機関と連携し非常用階段等の避難経路の確保を図る。

災害時の要配慮者支援の促進(福祉企画課 、高齢者支援課)
○　避難行動要支援者の避難行動や避難生活を支援するために必要な、避難行動要支援者名簿や災害時要援護者台帳につ
いて、引き続き作成を促進する。

目標2　大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる

2-1)　被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止
食料等の備蓄(危機管理課)
○　家庭及び地域における備蓄については、市民に対して１週間分の食料と飲料水の備蓄を推奨しており、引き続き周知のため
の啓発活動を行う。
○　市における備蓄については、ローリングストック方式で随時２日分の備蓄を確保しているが、引き続き計画的な更新を行う。

支援物資の供給等に係る広域連携体制の整備(危機管理課)
○　大規模災害時における民間事業者からの物資調達等に関する協定を締結しており、引き続き、相手方と定期的な情報交換
や緊急時連絡体制の確認を行う。
○　大規模災害時における、被災者の救助や応急対策等を迅速かつ円滑に遂行するための体制として、県内外の市町等との相
互応援協定を締結しているが、実効性を確保するため、他市町等の応援を受ける際の具体的な方針等を明示した「災害時広域
受援計画」の策定を進める。
○　大規模災害発生に備え、応急・復旧活動の展開拠点や救援物資の輸送の中継拠点などの機能を持つ広域防災拠点につい
て整備を進める。

水道施設の耐震化・老朽化対策の推進(上下水道部)
○　水道施設の耐震化は、今後の水需要の動向を踏まえ、広域的な水運用による災害に強い水道システムへの転換を図る。ま
た、水道管路のすべてを耐震化するには長期間を要するため、給水区域内の重要な管路をあらかじめ設定し、優先的に耐震化
することで、地震等発生時の復旧対応の充実を図る。

応急給水体制などの整備(上下水道部)



○　市防災計画による行政施設、医療施設、指定避難所等への配水経路について、計画的な耐震化を図る。各種危機管理マ
ニュアルの見直しやスムーズな危機対応が図られるよう災害時における応援協定に基づく各種関係事業者との連携に努める。

緊急輸送道路等の確保(土木課、整備課)
○　被災時において、食料・飲料水等、生命に関わる物資供給を円滑かつ迅速に行うため、緊急輸送道路等の無電柱化、落石
等危険箇所の防災対策工事、雪崩・防雪施設の整備、橋梁の耐震補強工事、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿命化
を推進する。

災害ボランティアの受入れに係る連携体制の整備(福祉企画課 、まちづくり推進課)
○　ＮＰＯやボランティアによる被災地支援活動の一層の充実に向け、市と社会福祉協議会の連携を充実し活動を支援するボラ
ンティア団体等との連携により、ＮＰＯやボランティアの受入体制の整備に向けた取組みを促進する。

2-2)　多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生
孤立危険性のある集落との通信手段の確保、ヘリコプター離着陸可能場所の確保(危機管理課)
○　孤立危険性のある集落において、道路の寸断等により孤立した場合に備えて、非常用通信設備の整備を促進する。
○　孤立危険性のある集落において、急患や物資の輸送を行う際に必要となるヘリコプターの離着陸場所の確保を進める。
○　孤立危険性のある集落の状況を把握するため、内閣府が５年に１度調査（「中山間地等の集落散在地域における孤立集落
発生の可能性に関する状況調査」）を行っているが、その間の状況も引き続き把握に取り組む。

治山施設等の土砂災害対策・災害に強い路網整備の推進(農林水産課)
○　治山施設や地すべり防止施設の整備などの土砂災害対策を進めるとともに、山地災害の防止や水源の涵養など、森林の公
益的機能の維持・増進を図る。また、災害時の避難や救援等に備えた林道の整備や治山ダムなどインフラの耐震化・長寿命化
により、災害に強い交通網の整備を県に対して要望する。

孤立集落アクセスルートの確保(土木課)
○　被災時において、孤立集落の発生を防ぐため、孤立集落へのアクセスルートにおける落石等危険箇所の防災対策工事、雪
崩・防雪施設の整備、橋梁の耐震補強工事、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿命化を推進する。

2-3)　自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足
自衛隊との連携強化(危機管理課)
○　災害時の広域支援をより効果的に受け入れるため、自衛隊と平常時から情報交換や訓練等を行うことにより、連携体制の強
化を図る。

警察・消防関係施設の耐震化・老朽化対策の推進(危機管理課 、消防本部)
○　災害時に防災拠点となる消防関係施設の、より一層の耐震化・耐災害性の強化を図るとともに、老朽化した施設を計画的に
更新する。

大規模災害時の消防力の確保(危機管理課 、消防本部)
○　大規模災害時には、地域の消防力の不足が懸念されるため、緊急消防援助隊など専門部隊の災害対応能力の強化に向け
た恒常的な訓練及び組織間の合同訓練の充実を図るとともに、酒田地区広域行政組合に対し「酒田地区緊急消防援助隊受援
計画」の策定を要望する。

緊急消防援助隊派遣時の消防力の低下防止(危機管理課 、消防本部)
○　他県で発生する大規模災害時に酒田地区の緊急消防援助隊を派遣することになった場合でも、市内の災害に対応すべき消
防力が低下しないよう、定期的な訓練の実施や派遣時における酒田地区管内及び県内応援体制の構築等により、県内各市町
村の相互応援協定の実効性の確保を図る。

自主防災組織の育成強化(危機管理課)
○　災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の充実が不可欠であることから、その
重要な役割を担う自主防災組織について、更なる組織化を促進する。
○　災害時に、自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには平常時からの活発な活動が必要であるため、活動の活性化
を促進する。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女性の積極的な参加を促進
する。

広域防災拠点の整備(危機管理課)
○　大規模災害発生に備え、応急・復旧活動の展開拠点や救援物資の輸送の中継拠点などの機能を持つ広域防災拠点につい
て整備を進める。

2-4)　救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶
緊急車両、災害拠点病院に供給する燃料の確保(危機管理課)
○　石油関係団体と締結した協定に基づき、優先的に供給する緊急車両や災害拠点病院等の重要施設の範囲の拡大、具体的
な実施方法の確認により、災害時における、救助・救急等にあたる緊急車両や災害拠点病院等への燃料供給の確保を図る。

医療機関での非常時対応体制の整備(危機管理課)
○　災害発生時における医療施設内での医療活動について、停電等による医療活動の遮断を防止するため、医療機関の要請
に備えて自家発電等の燃料供給体制を、供給先との災害協定により整備することにより、継続した医療提供体制の確保を図る。

透析医療機関での非常時対応体制の整備(危機管理課)
○　透析患者は週３回程度の透析治療が必要であり、年々増加傾向にある。透析医療を実施している医療機関の要請に備えて
自家発電等の燃料供給体制や水道水の供給体制を、供給先との災害協定により整備することにより、継続した透析治療を提供
できる体制の確保を図る。

災害拠点病院での非常時対応体制の維持(危機管理課)



○　日本海総合病院で自家発電設備を備え、３日分以上の燃料を備蓄しており、今後とも、災害が発生した場合にも県民に対し
安全・信頼・高度の医療を提供するため、当該備蓄の常時維持を図るとともに、燃料・飲料水・食料などの供給先との災害協定
の締結を進める。

2-5)　医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺
ドクターヘリの活用による救急医療体制の充実(危機管理課 、健康課 、消防本部)
○　災害時を含め、ドクターヘリの活用による救急医療体制の一層の充実を図るため、冬季間のランデブーポイントの確保や搭
乗医師など医療スタッフの確保、さらには隣県との広域連携を推進する。

社会福祉施設等における食糧等の調達(高齢者支援課 、福祉企画課)
○　高齢者福祉施設等で１日３食を提供する施設については、３日分程度の食料と飲料水の備蓄を指導しており、引き続き周知
を図る。

災害発生時を想定した社会福祉施設の体制整備(高齢者支援課 、福祉企画課)
○　各社会福祉施設の防災対策について、定期的な監査等を通じ現状に合わせた防災計画の見直しについて助言・指導を行
う。

緊急輸送道路等の確保(土木課、整備課)
○　被災時において、医療施設及び関係者の支援ルート確保のため、緊急輸送道路等の無電柱化、落石等危険箇所の防災対
策工事、雪崩・防雪施設の整備、橋梁の耐震補強工事、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿命化を推進する。

2-6)　被災地における疫病・感染症等の大規模発生
防疫対策の推進(健康課 、環境衛生課 、危機管理課)
○　平時から、災害発生時における消毒や害虫駆除等、速やかな感染症予防対策の重要性について普及啓発を行うとともに、
定期の予防接種の接種率向上に取り組み、予防できる感染症の流行に備える。
○　避難所における感染症のまん延防止のため、手洗い及び手指消毒の励行、咳エチケットを徹底するとともに、トイレ等汚染
の可能性のある区域を明確に区分するなど、生活空間の衛生の確保生活空間の衛生を確保に関する公衆衛生活動を避難所開
設後に担う。
○　災害時の感染症の拡大防止を図るため、消毒ポイントの設置及び消毒ポイントにおける消毒作業を円滑に実施するため、感
染症を担当する保健所との連携を図る。

2-7)　劣悪な避難生活環境・不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生
食料等の備蓄(危機管理課)
○　家庭及び地域における備蓄については、市民に対して１週間分の食料と飲料水の備蓄を推奨しており、引き続き周知のため
の啓発活動を行う。
○　市における備蓄については、ローリングストック方式で随時２日分の備蓄を確保しているが、引き続き計画的な更新を行う。

目標3　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

3-1)　市内外の行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下
庁舎等の維持管理等の推進(総務課 、行政経営課、各施設管理課)
○　市本庁舎、分庁舎（中町庁舎）、その他支所（総合支所）等の不特定多数が集まる市有施設については、「新耐震基準」によ
り建築されていることから、今後は、酒田市公共施設適正化基本計画の公共施設適正化マネジメントの基本方針に基づき、施設
の長寿命化を推進するとともに、計画的な維持管理・更新を行う。

市の業務継続に必要な体制の整備(危機管理課)
○　地震等の大規模災害発生時に、迅速かつ的確に酒田市地域防災計画に基づく応急対策業務や復旧・復興業務に取り組み
ながら、県民生活に密着する行政サービスなど災害発生時にも必要とされる通常業務を維持するため、「酒田市業務継続計画」
の検証や見直しを行いながら、業務継続に必要な体制整備を進める。

ＩＴ部門における業務継続体制の整備(危機管理課 、情報企画課)
○　非常時でも優先的に実施しなければならない業務に不可欠な情報システムのＩＣＴ－ＢＣＰ（情報システムの業務継続計画）を
策定し、業務の継続性を確保するための対策を講じるとともに、ＩＣＴ－ＢＣＰの実効性を高めるため、訓練等により定期的に計画
内容の点検・更新を行う必要がある。
○　災害時のシステム不稼働というリスクを減らすため、引き続き自治体クラウドの導入やデータセンターの活用などを検討して
いく。
○　新庁舎は自家発電によるネットワークおよびサーバー電源の確保が可能となっている。また端末側も無線ネットワークとノー
ト型PCで運用していることから、停電時にもICTを利用した業務継続が可能となっている。こういった設備を災害時にも活用できる
よう、緊急時運用の定期的な訓練等を実施していく必要がある。

災害時に防災拠点となる庁舎の耐震化の推進(総務課 、行政経営課、各施設管理課)
○　災害時に防災拠点となる庁舎の耐震化について、市庁舎関係はすべて完了しており、引き続き庁舎の耐震性を維持する。

大規模災害時における広域連携の推進(危機管理課)
○　大規模災害時における、応急体制の迅速かつ円滑な確立のため、県内外の市町と相互応援協定を締結しているが、実効性
のあるものとするため、他市町の応援を受ける際の具体的な方針等を明示した「災害時広域受援計画」の策定を進める。

災害時における行政機関相互の通信手段の確保(危機管理課)
○　大地震など大規模災害発生時の通信事業者回線が機能しない場合でも、行政機関相互の通信手段を確保するため、県防
災行政通信ネットワークの適正な更新計画を県に求めていく。



緊急車両、災害拠点病院に供給する燃料の確保(危機管理課)
○　石油関係団体と締結した協定に基づき、優先的に供給する緊急車両や災害拠点病院等の重要施設の範囲の拡大、具体的
な実施方法の確認により、災害時における、救助・救急等にあたる緊急車両や災害拠点病院等への燃料供給の確保を図る。

目標4　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

4-1)　防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止
情報通信機器の利用継続が可能となる体制の整備(危機管理課)
○　災害により電力供給が停止した事態に備え、電話事業者による非常用電源設備の整備状況の把握に努める。

災害時における行政機関相互の通信手段の確保(危機管理課)
○　大地震など大規模災害発生時の通信事業者回線が機能しない場合でも、行政機関相互の通信手段を確保するため、県防
災行政通信ネットワークの適正な更新計画を県に求めていく。

4-2)　テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態
災害情報伝達手段の確保(危機管理課 、市長公室)
○　テレビ・ラジオ放送等が中断した際にも、市民に災害情報を提供できるよう、代替手段の整備や災害情報共有システム（Ｌア
ラート）、緊急速報メールの活用を促進する。また、市ホームページやＳＮＳ等の活用等により、効果的な情報伝達の確保を図
る。

災害時における住民等への情報伝達体制の強化(危機管理課)
○　災害時の住民等への情報伝達を確実にするため、民間テレビ・ラジオ事業者等におけるＢＣＰ（業務継続計画）や災害対応
マニュアルの策定、大規模自然災害発生に備えた訓練の実施を推進していくとともに、放送設備の損壊や電力供給が停止した
事態に備え、予備放送設備や非常用電源設備の整備を促進する。

災害時における住民への情報伝達の強化(危機管理課)
○　災害時に、住民に対して防災情報や避難情報を迅速かつ確実に伝達する手段として非常に有効な同報系防災行政無線な
ど情報一斉伝達システムについて、整備を促進する。

自主防災組織の育成強化(危機管理課)
○　災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の充実が不可欠であることから、その
重要な役割を担う自主防災組織について、更なる組織化を促進する。
○　災害時に、自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには平常時からの活発な活動が必要であるため、活動の活性化
を促進する。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女性の積極的な参加を促進
する。

4-3)　災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報の収集・伝達ができず、
避難行動や救助・支援が遅れる事態

情報通信機器の利用継続が可能となる体制の整備(危機管理課)
○　災害により電力供給が停止した事態に備え、電話事業者による非常用電源設備の整備状況の把握に努める。

災害時における行政機関相互の通信手段の確保(危機管理課)
○　大地震など大規模災害発生時の通信事業者回線が機能しない場合でも、行政機関相互の通信手段を確保するため、県防
災行政通信ネットワークの適正な更新計画を県に求めていく。

災害情報伝達手段の確保(危機管理課 、市長公室)
○　テレビ・ラジオ放送等が中断した際にも、市民に災害情報を提供できるよう、代替手段の整備や災害情報共有システム（Ｌア
ラート）、緊急速報メールの活用を促進する。また、市ホームページやＳＮＳ等の活用等により、効果的な情報伝達の確保を図
る。

災害時における住民等への情報伝達体制の強化(危機管理課)
○　災害時の住民等への情報伝達を確実にするため、民間テレビ・ラジオ事業者等におけるＢＣＰ（業務継続計画）や災害対応
マニュアルの策定、大規模自然災害発生に備えた訓練の実施を推進していくとともに、放送設備の損壊や電力供給が停止した
事態に備え、予備放送設備や非常用電源設備の整備を促進する。

災害時における住民への情報伝達の強化(危機管理課)
○　災害時に、住民に対して防災情報や避難情報を迅速かつ確実に伝達する手段として非常に有効な同報系防災行政無線な
ど情報一斉伝達システムについて、整備を促進する。

目標5　大規模自然災害発生直後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

5-1)　サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下に伴う経済活動の停滞
企業の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定促進(危機管理課 )
○　災害が発生した際に、企業が事業活動を継続し、あるいは事業の中断を余儀なくされた場合でも出来るだけ早期に復旧でき
るようにするため、市内企業におけるＢＣＰ策定を促進する。

リスク分散を重視した企業誘致等の推進(商工港湾課)
〇　経済活動のリスク分散やサプライチェーンの複線化に資するため、首都圏等に所在する企業の本社機能や生産拠点の本県
への移転、誘致に向けた取組みを推進する。

港湾施設の整備・老朽化対策の推進(商工港湾課)
○　物流の拠点となる港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になっていない。こ
のため、隣県等の港湾が大規模津波等により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、緊急輸送が
可能となる耐震強化岸壁などの緊急輸送施設の整備を国、県に対して要望する。また、予防保全の考え方に基づき、計画的な
維持管理・更新を県に対して要望する。



5-2)　社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止
エネルギー供給事業者との連絡強化(危機管理課)
○　エネルギー供給の長期途絶を回避するため、平時からエネルギー供給に関する災害情報の連絡訓練を実施し、事業者と市
との連絡体制を強化する。

5-3)　コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等
石油コンビナートの防災体制の充実強化(危機管理課)
○　東日本大震災の教訓やこれまでのコンビナート災害により得られた知見等を踏まえ、津波による被害想定、事業継続性の確
保、情報連絡体制の整備の観点から県の石油コンビナート等防災計画の見直しに合わせた対応など、防災体制の一層の充実
強化を図る。
○　酒田海上保安部や酒田地区広域行政組合消防本部などの関係機関と連携して実施している実地訓練について、さらなる応
急対処能力の向上を図るため、より実践的な内容による訓練を実施する。

港湾施設の整備・老朽化対策の推進(商工港湾課)
○　石油コンビナートや重要な産業施設等に関する港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応
できる構造になっていない。このため、隣県等の港湾が大規模津波等により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視
野に入れながら、緊急輸送が可能となる耐震強化岸壁などの緊急輸送施設の整備を国、県に対して要望する。さらに、予防保
全の考え方に基づき、計画的な維持管理・更新を県に対して要望する。

5-4)　海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響
港湾機能継続のための体制整備(商工港湾課)
○　「酒田港港湾機能継続計画」（港湾ＢＣＰ）に基づき、行政機関、民間事業者が協働して、大規模災害発生時に港湾被災によ
る経済活動への影響を最小限とするための具体的な行動計画の整備を国、県に対して要望する。

港湾施設の整備・老朽化対策の推進(商工港湾課)
○　港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になっていない。このため、隣県等の
港湾が大規模津波等により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、緊急輸送が可能となる耐震強
化岸壁などの緊急輸送施設の整備を国、県に対して要望する。また、予防保全の考え方に基づき、計画的な維持管理・更新を
県に対して要望する。

高速道路及び地域高規格道路等の整備(危機管理課 、整備課)
○　大規模災害時に県内外被災地への物資供給や人的支援等を迅速に行うため、県内外を結ぶ高速道路や地域高規格道路、
特に東日本大震災により重要性が認識された日本海側と太平洋側を結ぶ「横軸」幹線道路、県境道路等の早期整備を促進す
る。
○　併せて、被災地や防災拠点等への速やかなアクセスを可能とする高速道路等へのアクセス道路や、追加インターチェンジ、
スマートインターチェンジの整備を国、県に対して要望する。

道路施設の防災対策・耐震化・老朽化対策の推進(土木課)
○　道路施設の防災対策について、落石崩壊、岩石崩壊や雪崩などの道路防災総点検の結果に基づき、引き続き計画的に対
策工事を進める。また、橋梁の耐震化についても、緊急輸送道路等の橋梁を中心に計画的に対策工事を実施する。
○　橋梁をはじめとする道路施設等の老朽化対策については、各施設の長寿命化修繕計画に基づき、計画的な維持管理・更新
を実施する。

羽越新幹線の整備(企画調整課)
○　東北地域と首都圏や西日本とを結ぶ高速交通ネットワークのリダンダンシー機能の確保や、日本海国土軸の形成を図り、東
京一極集中を是正するため、フル規格の奥羽・羽越新幹線整備の早期実現に向けて取り組む。

鉄道施設の耐震化・防災対策の促進(企画調整課)
○　災害時における鉄道利用者の安全性の確保及び大量輸送等の鉄道機能を維持するため、予め鉄道事業者による線路等鉄
道施設の耐震性の強化や大雨・大雪等自然災害の防止に向けた雪崩防止柵等の整備を促進する。
○　災害発生時、鉄道利用者の安全確保を第一に速やかな対応を図るとともに、施設復旧までの期間の代行バス運行など、鉄
道利用者の利便性を確保するよう、鉄道事業者における取組みを促進する。

地方航空ネットワークの維持・拡大(企画調整課)
○　庄内空港は、東日本大震災直後に、多くの臨時旅客便や防災ヘリを受け入れ、被災地への救援物資や旅客を輸送する拠点
空港として機能したことを踏まえ、大規模災害時におけるリダンダンシー機能を確保・向上するため、地方空港の機能強化や路
線の維持・拡大を促進する。

空港及び港湾施設の整備・老朽化対策の促進(企画調整課 、商工港湾課)
○　空港施設については、建物等の耐震化対策は実施しているが、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になって
いない。このため、隣県等の空港が大規模災害により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、滑走
路などの施設整備を促進する。
○　港湾施設については、一部を除き、最大級の地震や津波には、十分に対応できる構造になっていない。このため、隣県等の
港湾が大規模津波等により被災し機能停止した場合に代替機能を担うことも視野に入れながら、緊急輸送が可能となる耐震強
化岸壁などの緊急輸送施設の整備を国、県に対して要望する。
○　空港施設・港湾施設とも予防保全の考え方に基づき、計画的な維持管理・更新を県に対して要望する。

5-5)　食料等の安定供給の停滞
災害時における生鮮食料品の安定供給(農政課)
○　庄内広域行政組合について、災害時でも生鮮食料品等を安定供給するため、防災性に配慮した施設整備を進めるとともに、
平時から、災害時における電気・水・燃料の確保策や危機管理対応マニュアルの整備、卸売市場間の連携等の対策を講じるよ
う働きかけを行う。また、災害時においても業務継続できる体制の確立を図るため、市場開設者、卸売業者、仲卸業者等による
ＢＣＰ（事業継続計画）の策定等を促進する。



食料生産基盤の整備(農政課 、農林水産課)
○　災害が発生しても、安定的に食料生産ができるよう、耐震化などの防災・減災対策を含めた、農地や農業水利施設などの生
産基盤の整備を推進する。

目標6　大規模自然災害発生直後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク
等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る。

6-1)　電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガスサプライチェーンの長期間にわたる機能
の停止

エネルギー供給事業者との連絡強化(危機管理課)
○　エネルギー供給の長期途絶を回避するため、平時からエネルギー供給に関する災害情報の連絡訓練を実施し、事業者と市
との連絡体制を強化する。

再生可能エネルギーの導入拡大(商工港湾課)
○　生活・経済活動に必要なエネルギーの安定供給を確保するために、安全で持続可能なエネルギー源である再生可能エネル
ギーの導入拡大が必要であり、風力発電やメガソーラーなど大規模事業の展開促進によりエネルギー供給量の確保を図る。
　　また、風力や太陽光やバイオマス、中小水力などそれぞれの地域特性に応じた電源・熱源を利用した分散型のエネルギー供
給体制（エリア供給システム）を整備するとともに、家庭・事業所及び公共施設への再生可能エネルギー設備の導入を促進する。

6-2)　上水道や農業用水、工業用水の長期間にわたる供給停止
水道施設の耐震化・老朽化対策の推進(上下水道部)
○　水道施設の耐震化は、今後の水需要の動向を踏まえ、広域的な水運用による災害に強い水道システムへの転換を図る。ま
た、水道管路のすべてを耐震化するには長期間を要するため、給水区域内の重要な管路をあらかじめ設定し、優先的に耐震化
することで、地震等発生時の復旧対応の充実を図る。

農業水利施設の耐震化・老朽化対策の推進(農林水産課)
○　基幹的な農業水利施設について、機能診断を速やかに実施し、これに基づく耐震化・老朽化対策を着実に推進する。

災害時の応急給水体制などの整備(上下水道部)
○　市防災計画による行政施設、医療施設、指定避難所等への配水経路について、計画的な耐震化を図る。各種危機管理マ
ニュアルの見直しやスムーズな危機対応が図られるよう災害時における応援協定に基づく各種関係事業者との連携に努める。

6-3)　汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止
下水道に係る業務継続計画（ＢＣＰ）策定・施設耐震化等の推進(上下水道部)
○　より実効性のあるＢＣＰへの見直しを図る。また、施設の更新に併せて、耐震化を着実に進める。

汚水処理施設の機能保持・老朽化対策の促進(上下水道部)
○　ポンプ施設・処理施設は、非常用エンジンや自家発電機の設置を図る。老朽化対策を着実に進める。また、施設の統廃合を
着実に進める。

6-4)　地域交通ネットワークが分断する事態
鉄道施設の耐震化・防災対策の促進(企画調整課)
○　災害時における鉄道利用者の安全性の確保及び大量輸送等の鉄道機能を維持するため、予め鉄道事業者による線路等鉄
道施設の耐震性の強化や大雨・大雪等自然災害の防止に向けた雪崩防止柵等の整備を促進する。
○　災害発生時、鉄道利用者の安全確保を第一に速やかな対応を図るとともに、施設復旧までの期間の代行バス運行など、鉄
道利用者の利便性を確保するよう、鉄道事業者における取組みを促進する。

路線バス等地域公共交通の確保(都市デザイン課)
○　災害発生に伴い道路等が寸断され、バス路線等地域公共交通の運行が困難な場合、道路管理者とバス事業者との情報共
有化を図り、代替路線による迂回路運行を早期に行うなど臨機応変な運行を行い地域公共交通を確保するため、平時から関係
機関等との連携構築等を図る。

農道施設の耐震化・長寿命化対策の推進(農林水産課)
○　農道として管理している農道橋について、引き続き定期的な診断を実施するとともに、点検結果に基づき、施設の耐震化及
び老朽化が進んだ施設の長寿命化対策を計画的に実施する。

災害に強い路網整備の推進(農林水産課)
○　災害時の避難や救援等に備えた林道の整備や治山ダムなどインフラの耐震化・長寿命化により、災害に強い交通網を整備
する。

道路施設の防災対策・耐震化・老朽化対策の推進(土木課)
○　道路施設の防災対策について、落石崩壊、岩石崩壊や雪崩などの道路防災総点検の結果に基づき、引き続き計画的に対
策工事を進める。また、橋梁の耐震化についても、緊急輸送道路等の橋梁を中心に計画的に対策工事を実施する。
○　橋梁をはじめとする道路施設等の老朽化対策については、各施設の長寿命化修繕計画に基づき、計画的な維持管理・更新
を実施する。

6-5)　防災インフラの長期間にわたる機能不全
ライフラインの早期復旧の促進(危機管理課)



〇　自宅等が被災し生活が困難となった場合、被災者の生活を確保するために避難所が必要であり、避難所で発電機や飲料水
等の生活するための物品整備が必要であることから、避難施設及び物品の整備を推進する。
〇　民間企業との協定を締結し、避難所での代替施設・物品として活用できるよう連携を図る。

目標7　制御不能な二次災害を発生させない

7-1)　ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出物の流出による二次災害の発生
ため池のハザードマップ作成の推進、使用していないため池の廃止(農林水産課)
○　ため池の決壊による被害を未然に防止するため、ため池の点検・耐震診断を実施し、補強の必要なため池については順次
整備を行う。使用していないため池については、廃止可能か管理者の意向調査を行う。併せて、決壊すると多大な影響を与える
ため池については、住民の避難に資する「ため池ハザードマップ」の作成・公表を推進する。

治山施設等の土砂災害対策の推進(農林水産課)
○　治山施設や地すべり防止施設等の土砂災害対策を進めるとともに、山地災害の防止や水源の涵養など、森林の公益的機
能の維持・増進を県に対して要望する。

砂防施設の計画的な維持管理の推進(整備課)
○　砂防施設の長寿命化や技術革新等に対応した更新によるコスト縮減を念頭に、既存施設の現状把握、機能・効果等の判定
を行い、計画的な施設更新・修繕等を実施する。

土砂災害緊急情報など避難に資する情報伝達体制の整備(危機管理課)
○　融雪や豪雨、巨大地震に伴う大規模地すべり等により天然ダムが形成された場合、決壊による二次災害の発生が懸念され
ることから、土砂災害緊急情報など避難に資する情報を、住民等に迅速に周知するための体制整備を推進する。

7-2)　有害物質の大規模拡散・流出
有害物質の拡散・流出防止対策の推進(危機管理課)
○　有害物質等の公共用水域への流出若しくは地下への浸透又は大気中への放出の防止を図るため、有害物質を取り扱う施
設については、法令に則った設置者の適正な維持管理の徹底を図る。

危険物施設の耐震化の促進(危機管理課、建築課、消防本部)
○　災害時に、屋外タンク貯蔵所等の被災により危険物が拡散し、引火などによる爆発等の二次災害の防止を図るため、耐震
基準に適合しない危険物施設の耐震化を促進する。

ＮＢＣ災害対策用資機材の充実(危機管理課)
○　ＮＢＣ災害時に消防職員の安全を確保しつつ効果的な消防活動を行うため、消防本部におけるＮＢＣ災害対策用資機材の
充実を図る。

有害物質の拡散・流出を想定した訓練の実施(危機管理課)
○　県主催の石油コンビナート防災訓練への参加など化学剤等の拡散・流出を想定した防災訓練等を実施し、有害物質の大規
模拡散・流出の場合における対処能力の向上を図る。

7-3)　農地・森林等の荒廃による被害の拡大
農地・農業用施設等の保全管理の推進(農林水産課)
○　農地が持つ保水効果や土壌流出の防止効果などの国土保全機能は、営農の継続により発揮されることから、農家や地域住
民が共同で行う水路、農道等の保全管理を推進する。

治山施設等の土砂災害対策の推進(農林水産課)
○　治山施設や地すべり防止施設等の土砂災害対策を進めるとともに、山地災害の防止や水源の涵養など、森林の公益的機
能の維持・増進を県に対して要望する。

7-4)　風評被害等による地域経済等への甚大な影響
風評被害等の防止に向けた正確な情報の発信(危機管理課)
○　災害についての正確な被害情報等を収集し、正しい情報を適時かつ的確に提供することにより地理的な誤認識や危険性に
対する過剰反応等による風評被害を防ぐため、観光地に関する定期的な情報発信を行うなど、平時から関係機関等との連携を
図る。

目標8　大規模自然災害発生直後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する

8-1)　大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態
災害廃棄物処理計画の策定(環境衛生課)
○　環境省の「災害廃棄物対策指針」を踏まえ、大規模な災害が発生した際に、災害廃棄物を適正・円滑・迅速に処理し、被災し
た市民の生活環境の保全と公衆衛生上の支障の防止を図りながら復旧・復興に資することを目的に「災害廃棄物処理計画」を
策定し、災害廃棄物の処理体制の構築を図る。計画の実効性を確保するため、定期的な見直しを行い、持続的な計画とする。

8-2)　道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復
旧・復興が大幅に遅れる事態

建設関係団体との連携強化(危機管理課)
○　市は、各種建設関係団体と災害時における応急対策への支援について協定を締結しているが、大規模災害時において、建
設関係事業者の広域的な応援協力による応急対策が迅速かつ効果的に行われるよう、防災訓練等を通じ一層の連携強化を図
る。

復旧・復興を担う人材の育成(土木課 、整備課、建築課)



○　各種建設関係団体と連携し、道路啓開等の復旧・復興を担う人材（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術
者等）の育成支援を行う。
○　近年、建設業界への若年入職者の減少、技能労働者の高齢化等による担い手不足が懸念されていることから、業界団体と
行政が連携して担い手の確保を図るとともに、労働者育成の観点から就労環境の改善を図る。

8-3)　貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失 
地域コミュニティの維持(まちづくり推進課)
○　大規模災害時にお互いが支え合う「共助」は、地域コミュニティの基盤であり、県と連携し、住民が主体となった地域課題解決
に向けた取組みの支援や地域の拠点づくりの支援など、地域コミュニティの維持やその活力を向上する取組みを通して、平時か
ら住民が互いに支え合う関係の維持や深化を図る。

自主防災組織の育成強化(危機管理課)
○　災害による被害を最小限にとどめるためには、住民間の情報伝達など地域防災活動の充実が不可欠であることから、その
重要な役割を担う自主防災組織について、更なる組織化を促進する。
○　災害時に、自主防災組織が効果的に防災活動を行うためには平常時からの活発な活動が必要であるため、活動の活性化
を促進する。また、男女共同参画の視点に立った地域防災活動が行われるよう、自主防災組織への女性の積極的な参加を促進
する。

被災者生活再建支援制度の拡充(危機管理課)
○　大規模災害発生後、被災者が速やかに生活を再建するためには、被災者生活再建支援制度の活用が有効であり、制度の
適用範囲や支給範囲について、一層の拡充に向けた取組みを進める。
〇　被災者支援システムを活用し、罹災証明の速やかな発行など被災者生活再建に向けた取組みを進める。

空き家対策の推進(まちづくり推進課)
○　自治会（近隣住民）と空き家等所有者がすぐに連絡が取り合えるよう、常日頃から良好な関係を築くことを目的に、自治会に
よる空き家等見守り隊の活動を推進する。

8-4)　鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態
高速道路及び地域高規格道路等の整備(危機管理課 、整備課)
○　大規模災害時に県内外被災地への物資供給や人的支援等を迅速に行うため、県内外を結ぶ高速道路や地域高規格道路、
特に東日本大震災により重要性が認識された日本海側と太平洋側を結ぶ「横軸」幹線道路、県境道路等の早期整備を促進す
る。
○　併せて、被災地や防災拠点等への速やかなアクセスを可能とする高速道路等へのアクセス道路や、追加インターチェンジ、
スマートインターチェンジの整備を国、県に対して要望する。

奥羽・羽越新幹線の整備(企画調整課)
○　東北地域と首都圏や西日本とを結ぶ高速交通ネットワークのリダンダンシー機能の確保や、日本海国土軸の形成を図り、東
京一極集中を是正するため、フル規格の奥羽・羽越新幹線整備の早期実現に向けて取り組む。

山形新幹線の庄内延伸(企画調整課)
○　庄内沿岸地域と内陸圏とを結ぶ高速交通ネットワークのリダンダンシー機能の確保や、庄内と内陸を結ぶ高速交通ネット
ワークの形成を図り、県内の均衡ある発展と東西のリダンダンシー機能の是正のため、山形新幹線庄内延伸の早期実現に向け
て取り組む。

地方航空ネットワークの維持・拡大(企画調整課)
○　庄内空港は、東日本大震災直後に、多くの臨時旅客便や防災ヘリを受け入れ、被災地への救援物資や旅客を輸送する拠点
空港として機能したことを踏まえ、大規模災害時におけるリダンダンシー機能を確保・向上するため、地方空港の機能強化や路
線の維持・拡大を促進する。

緊急輸送道路等の確保(土木課、整備課)
○　被災時において、道路等の損壊により復旧・復興が大幅に遅れることを防ぐため、緊急輸送道路等の無電柱化、落石等危険
箇所の防災対策工事、雪崩・防雪施設の整備、橋梁の耐震補強工事、道路や鉄道を跨ぐ各種施設、トンネルの長寿命化を推進
する。

迅速な復興に資する地籍調査の推進(農林水産課)
○　土地境界の明確化を図る地籍調査は、被災後の迅速な復旧・復興に資するものである。進捗率は69.0％で県平均の49.2％
よりは高いが、約1/3の市町村が完了していることから、計画的に推進する。



別表３　参考指標一覧

指標名 担当部局 単位
基礎値
年度

基礎値 目標年度 目標値 事業主体

目標1　大規模自然災害が発生したときでも人命の保護が最大限図られる

1-1)　地震等による建物・交通施設等（1-2の施設を除く）の倒壊や火災に伴う死傷者の発生

住宅の耐震化率 建築課 % H30年度 80.6 R13年度 90 市

市営住宅の耐震化率 建築課 % H27年度 100 R2年度 100 市

取組自治会数 まちづくり推進課 自治会 H28年度
全自治会数
の3分の1程

度
R4年度 150 地域

1-2)　不特定多数が集まる施設の倒壊・火災

市有施設の耐震化率 建築課 % R3年度 92.7 R13年度 95 市

5年間で長寿命化および機能強化を図る公園数
5年間で5公園
(平成30年～令和4年）

整備課 公園 H29年度 0 R4年度 5 市

1-3)　大規模津波等による多数の死者の発生

1-4)　突発的または広域かつ長期的な市街地等の浸水による多数の死傷者の発生

都市浸水対策面積(降雨強度50.4mm/hr【7年確率】)
土木課 

上下水道部
% H27 0 R4 64 市

1-5)　大規模な火山噴火・土砂災害（深層崩壊）等による多数の死傷者の発生

1-6)　暴風雪及び豪雪による重大事故や交通途絶等に伴う死傷者の発生

1-7)　情報伝達の不備等による避難行動の遅れ等で多数の死傷者の発生

防災ラジオの頒布台数 危機管理課 台 H29 900 R2 4000 市

自主防災組織の組織率 危機管理課 % R1 96 R5 100 市

避難所運営訓練参加者数 危機管理課 人 H29 200 R4 3200 市

目標2　大規模自然災害発生直後から救助・救急、医療活動等が迅速に行われる

2-1)　被災地での食料・飲料水・電力・燃料等、生命に関わる物資・エネルギー供給の長期停止

水道の基幹管路の耐震化率（簡易水道・小規模水道含む） 上下水道部 % H26 43.5 R7 51 市

2-2)　多数かつ長期にわたる孤立集落等の同時発生

2-3)　自衛隊、警察、消防、海保等の被災等による救助・救急活動等の絶対的不足

自主防災組織の組織率 危機管理課 % R1 96 R5 100 市

2-4)　救助・救急、医療活動のためのエネルギー供給の長期途絶

2-5)　医療施設及び関係者の絶対的不足・被災、支援ルートの途絶による医療機能の麻痺

2-6)　被災地における疫病・感染症等の大規模発生

2-7)　劣悪な避難生活環境・不十分な健康管理による多数の被災者の健康状態の悪化・死者の発生

目標3　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な行政機能は確保する

3-1)　市内外の行政機関の職員・施設等の被災による機能の大幅な低下

目標4　大規模自然災害発生直後から必要不可欠な情報通信機能は確保する

4-1)　防災・災害対応に必要な通信インフラの麻痺・機能停止

4-2)　テレビ・ラジオ放送の中断等により災害情報が必要な者に伝達できない事態

自主防災組織の組織率 危機管理課 % R1 96 R5 100 市

4-3)　災害時に活用する情報サービスが機能停止し、情報
の収集・伝達ができず、
避難行動や救助・支援が遅れる事態

目標5　大規模自然災害発生直後であっても、経済活動（サプライチェーンを含む）を機能不全に陥らせない

5-1)　サプライチェーンの寸断等による企業の生産力低下に伴う経済活動の停滞

5-2)　社会経済活動、サプライチェーンの維持に必要なエネルギー供給の停止

5-3)　コンビナート・重要な産業施設の損壊、火災、爆発等

5-4)　海上輸送の機能の停止による海外貿易への甚大な影響

5-5)　食料等の安定供給の停滞

目標6　大規模自然災害発生直後であっても、生活・経済活動に必要最低限の電気、ガス、上下水道、燃料、交通ネットワーク等を確保するとともに、これらの早期復旧を図る。

6-1)　電力供給ネットワーク（発変電所、送配電設備）や都市ガス供給、石油・LP ガスサプライチェーンの長期間にわたる機能の停止

6-2)　上水道や農業用水、工業用水の長期間にわたる供給停止

6-3)　汚水処理施設等の長期間にわたる機能停止

6-4)　地域交通ネットワークが分断する事態

6-5)　防災インフラの長期間にわたる機能不全

目標7　制御不能な二次災害を発生させない

7-1)　ため池、防災インフラ、天然ダム等の損壊・機能不全や堆積した土砂・火山噴出物の流出による二次災害の発生

ハザードマップ未策定ため池 農林水産課 箇所 R2 8 R2 0 市

策定済みハザードマップへの情報補完 農林水産課 箇所 R2 0 R3 32 市

7-2)　有害物質の大規模拡散・流出

7-3)　農地・森林等の荒廃による被害の拡大

7-4)　風評被害等による地域経済等への甚大な影響

目標8　大規模自然災害発生直後であっても、地域社会・経済が迅速に再建・回復できる条件を整備する

8-1)　大量に発生する災害廃棄物の処理の停滞により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-2)　道路啓開等の復旧・復興を担う人材等（専門家、コーディネーター、労働者、地域に精通した技術者等）の不足により復旧・復興が大幅に遅れる事態

8-3)　貴重な文化財や環境的資産の喪失、地域コミュニティの崩壊等による有形・無形の文化の衰退・損失 

自主防災組織の組織率 危機管理課 % R1 96 R5 100 市

取組自治会数 まちづくり推進課 自治会 H28年度
全自治会数
の3分の1程

度
R4年度 150 地域

8-4)　鉄道・幹線道路等の基幹インフラの損壊により復旧・復興が大幅に遅れる事態

進捗率 農林水産課 % H30 69 R5 69.6 市



別表４　施策分野別施策一覧

施策名 担当部局 関連計画 ハード/ソフト
重点化
施策

緊急性
（5段階）

実現性
（5段階）

実施状況
（5段階）

重要度
（5段階）

1　行政機能（消防含む）

住宅・建築物等の耐震化の促進
建築課 

危機管理課

酒田市総合計画､公共施設等
総合管理計画､酒田市建築物
耐震改修促進計画､酒田市地

域防災計画

ハード/ソフト ● 5 4 5 1

避難場所の指定、耐震化・設備整備の促進

危機管理課 
福祉企画課 

高齢者支援課
教育委員会

ハード/ソフト ● 1 3 3 1

庁舎等の耐震化・維持管理等の推進
総務課

各施設管理課
公共施設適正化基本計画 ハード 5 5 1 2

被害発生危険性の高い地域に立地する公共施設対策の推進
総務課

各施設管理課
ハード 5 5 2 2

避難勧告等の具体的な発令基準の策定 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 5 5 5
タイムラインの運用 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 4 5 3 5
災害時における行政機関相互の通信手段の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 2 2
災害時における住民への情報伝達の強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 4 5 4 5
食料等の備蓄 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1
支援物資の供給等に係る広域連携体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト ● 1 2 4 1

警察・消防関係施設の耐震化・老朽化対策の推進
危機管理課 
消防本部

酒田市総合計画､公共施設等
総合管理計画､酒田市地域防

災計画
ハード ● 4 5 4 4

大規模災害時の消防力の確保
危機管理課 
消防本部

酒田市地域防災計画 ソフト 3 4 4 3

緊急消防援助隊派遣時の消防力の低下防止
危機管理課 
消防本部

酒田市地域防災計画 ソフト 3 4 4 3

広域防災拠点の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 2 3 5 1
緊急車両、災害拠点病院に供給する燃料の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1
食料等の備蓄 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1

庁舎等の維持管理等の推進
総務課 

行政経営課
各施設管理課

公共施設適正化基本計画 ハード 5 5 1 2

市の業務継続に必要な体制の整備 危機管理課 酒田市業務継続計画 ソフト 5 5 3 1

ＩＴ部門における業務継続体制の整備
危機管理課 
情報企画課

酒田市地域防災計画 ソフト 2 1 5 2

災害時に防災拠点となる庁舎の耐震化の推進
総務課 

行政経営課
各施設管理課

公共施設適正化基本計画 ハード 5 5 1 2

大規模災害時における広域連携の推進 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 1 2 5 1
災害時における行政機関相互の通信手段の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 2 2
緊急車両、災害拠点病院に供給する燃料の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1
情報通信機器の利用継続が可能となる体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト 3 3 2 4
災害時における行政機関相互の通信手段の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 2 2

災害情報伝達手段の確保
危機管理課 
市長公室

酒田市地域防災計画､酒田市
水防計画､酒田市情報化計画

ハード/ソフト 5 5 3 1

災害時における住民への情報伝達の強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 4 5 4 5
情報通信機器の利用継続が可能となる体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト 3 3 2 4
災害時における行政機関相互の通信手段の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 2 2

災害情報伝達手段の確保
危機管理課 
市長公室

酒田市地域防災計画､酒田市
水防計画､酒田市情報化計画

ハード/ソフト 5 5 3 1

災害時における住民への情報伝達の強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 4 5 4 5
ＮＢＣ災害対策用資機材の充実 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 3 3
2　危機管理

住宅・建築物等の耐震化の促進
建築課 

危機管理課

酒田市総合計画､公共施設等
総合管理計画､酒田市建築物
耐震改修促進計画､酒田市地

域防災計画

ハード/ソフト ● 5 4 5 1

避難場所の指定、耐震化・設備整備の促進

危機管理課 
福祉企画課 

高齢者支援課
教育委員会

ハード/ソフト ● 1 3 3 1

津波ハザードマップ・津波避難体制の整備 危機管理課 ソフト ● 1 1 5 1
津波避難対策の推進 危機管理課 ハード/ソフト ● 2 4 2 2
津波観測体制の充実強化 危機管理課 ハード/ソフト 3 3 4 3
飛島における津波等避難対策の推進 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 2 2 3 1
洪水ハザードマップの作成 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 5 1 2 1
避難勧告等の具体的な発令基準の策定 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 5 5 5
迅速な避難活動に繋がる河川・気象情報提供の強化 危機管理課 ハード/ソフト ● 1 3 3 1
タイムラインの運用 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 4 5 3 5

火山噴火に対する警戒避難体制の整備
危機管理課 
交流観光課

酒田市地域防災計画 ハード/ソフト 5 5 3 1

土砂災害に対する警戒避難体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 3 5 5
土砂災害に係る避難勧告等の発令基準の策定 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 3 5 5
豪雪災害時の災害救助法の適用 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1
災害時における行政機関相互の通信手段の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 2 2
災害時における住民への情報伝達の強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 4 5 4 5
迅速な避難活動に繋がる河川・気象情報提供の強化 危機管理課 ハード/ソフト ● 1 3 3 1
自主防災組織の育成強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 5 5 2 1

防災教育の充実
危機管理課 
教育委員会

ソフト ● 1 1 5 1

防災訓練の充実 危機管理課 ハード/ソフト ● 2 4 2 2
支援物資の供給等に係る広域連携体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト ● 1 2 4 1

災害ボランティアの受入れに係る連携体制の整備
福祉企画課 

まちづくり推進課
酒田市総合計画､酒田市地域

防災計画
ソフト 5 5 3 1

孤立危険性のある集落との通信手段の確保、ヘリコプター離着陸可能場所の確保危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト ● 5 5 3 1
自衛隊との連携強化 危機管理課 ソフト 3 3 2 1
自主防災組織の育成強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 5 5 2 1
広域防災拠点の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 2 3 5 1
緊急車両、災害拠点病院に供給する燃料の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1
市の業務継続に必要な体制の整備 危機管理課 酒田市業務継続計画 ソフト 5 5 3 1
大規模災害時における広域連携の推進 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 1 2 5 1
災害時における行政機関相互の通信手段の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 2 2
緊急車両、災害拠点病院に供給する燃料の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1
災害時における行政機関相互の通信手段の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 2 2

災害情報伝達手段の確保
危機管理課 
市長公室

酒田市地域防災計画､酒田市
水防計画､酒田市情報化計画

ハード/ソフト 5 5 3 1

災害時における住民への情報伝達の強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 4 5 4 5
自主防災組織の育成強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 5 5 2 1
災害時における行政機関相互の通信手段の確保 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード 3 3 2 2



施策名 担当部局 関連計画 ハード/ソフト
重点化
施策

緊急性
（5段階）

実現性
（5段階）

実施状況
（5段階）

重要度
（5段階）

災害情報伝達手段の確保
危機管理課 
市長公室

酒田市地域防災計画､酒田市
水防計画､酒田市情報化計画

ハード/ソフト 5 5 3 1

災害時における住民への情報伝達の強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード ● 4 5 4 5
石油コンビナートの防災体制の充実強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 4 4 3

ライフラインの早期復旧の促進
危機管理課

土木課
ハード/ソフト ● 2 2 2 1

ため池のハザードマップ作成の推進、使用していないため池の廃止 農林水産課 ハード/ソフト 1 3 4 1
土砂災害緊急情報など避難に資する情報伝達体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 4 4 4 4
有害物質の拡散・流出を想定した訓練の実施 危機管理課 ソフト 3 3 3 3
建設関係団体との連携強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1
地域コミュニティの維持 まちづくり推進課 酒田市総合計画 ソフト 5 5 3 1
自主防災組織の育成強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 5 5 2 1
被災者生活再建支援制度の拡充 危機管理課 ソフト ● 5 2 2 2
3　建築住宅

住宅・建築物等の耐震化の促進
建築課 

危機管理課

酒田市総合計画､公共施設等
総合管理計画､酒田市建築物
耐震改修促進計画､酒田市地

域防災計画

ハード/ソフト ● 5 4 5 1

市営住宅の耐震化の推進 建築課 ハード 5 5 2 3

緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化の促進 建築課
酒田市建築物耐震改修促進

計画
ハード/ソフト 3 4 5 3

市営住宅の老朽化対策の推進 建築課
酒田市公営住宅長寿命化計

画
ハード 5 3 3 2

空き家対策の推進 まちづくり推進課 酒田市総合計画 ソフト 5 5 3 3
家具の転倒防止対策の推進 危機管理課 ソフト 2 2 4 2

大規模盛土造成地対策の推進
危機管理課

都市デザイン課
酒田市地域防災計画 ソフト ● 5 4 4 1

避難路沿道のブロック塀等の耐震化の促進 建築課
酒田市建築物耐震改修促進

計画
ハード/ソフト 5 4 3 3

庁舎等の耐震化・維持管理等の推進
総務課

各施設管理課
公共施設適正化基本計画 ハード 5 5 1 2

不特定多数の者が利用する建築物等の耐震化の促進

建築課 
教育委員会 

子育て支援課 
福祉企画課 

高齢者支援課

酒田市スポーツ推進計画､第
2期教育振興基本計画

ハード ● 5 3 4 1

都市公園施設の耐震化・計画的な維持管理の推進 整備課 公共施設長寿命化計画 ハード ● 5 5 4 2
事業所・店舗における棚等の転倒防止対策の推進 商工港湾課 ソフト ● 1 3 4 1
土砂災害による住宅被害の軽減 建築課 ハード 5 4 3 3
医療機関での非常時対応体制の整備 危機管理課 ソフト ● 2 3 3 1
災害拠点病院での非常時対応体制の維持 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 5 1

ドクターヘリの活用による救急医療体制の充実
危機管理課 

健康課 
消防本部

酒田市地域防災計画 ソフト 5 3 3 1

庁舎等の維持管理等の推進
総務課 

行政経営課
各施設管理課

公共施設適正化基本計画 ハード 5 5 1 2

災害時に防災拠点となる庁舎の耐震化の推進
総務課 

行政経営課
各施設管理課

公共施設適正化基本計画 ハード 5 5 1 2

危険物施設の耐震化の促進
危機管理課

建築課
消防本部

ハード 2 4 2 4

4　交通基盤

緊急輸送道路等の避難路沿道建築物の耐震化の促進 建築課
酒田市建築物耐震改修促進

計画
ハード/ソフト 3 4 5 3

空港及び港湾の耐震化の促進
企画調整課 
商工港湾課

酒田市総合計画､酒田市地域
防災計画

ハード ● 1 3 4 1

緊急輸送道路等の整備
土木課
整備課

酒田市地域防災計画､酒田市
中心市街地へのアクセス改善
と賑わいを創出する社会資本
総合整備（防災・安全）､酒田
市橋梁長寿命化修繕計画

ハード ● 1 3 4 1

街路・都市施設等の整備
危機管理課

都市デザイン課
ハード ● 3 4 2 2

津波避難対策の推進 危機管理課 ハード/ソフト ● 2 4 2 2

海岸保全施設の整備・維持管理の推進
商工港湾課 
農林水産課

ハード ● 1 3 4 1

空港及び港湾施設の整備・老朽化対策の促進
企画調整課 
商工港湾課

酒田市総合計画､酒田市地域
防災計画

ハード ● 1 3 4 1

暴風雪時における的確な道路管理の推進 土木課 ハード/ソフト 5 5 3 1

道路の防雪施設の整備 土木課

酒田市地域防災計画､酒田市
中心市街地へのアクセス改善
と賑わいを創出する社会資本

総合整備（防災・安全）

ハード 2 3 3 2

道路の除雪体制等の確保 土木課 ハード/ソフト ● 5 3 3 1
防災訓練の充実 危機管理課 ハード/ソフト ● 2 4 2 2

緊急輸送道路等の確保
土木課
整備課

酒田市地域防災計画､酒田市
中心市街地へのアクセス改善
と賑わいを創出する社会資本
総合整備（防災・安全）､酒田
市橋梁長寿命化修繕計画

ハード ● 1 3 4 1

孤立集落アクセスルートの確保 土木課

酒田市中心市街地へのアク
セス改善と賑わいを創出する
社会資本総合整備､酒田市中
心市街地へのアクセス改善と
賑わいを創出する社会資本
総合整備（防災・安全）､酒田
市橋梁長寿命化修繕計画

ハード ● 1 3 4 1

緊急輸送道路等の確保
土木課
整備課

酒田市地域防災計画､酒田市
中心市街地へのアクセス改善
と賑わいを創出する社会資本
総合整備（防災・安全）､酒田
市橋梁長寿命化修繕計画

ハード ● 1 3 4 1

港湾施設の整備・老朽化対策の推進 商工港湾課 ハード ● 1 3 4 1
港湾施設の整備・老朽化対策の推進 商工港湾課 ハード ● 1 3 4 1
港湾施設の整備・老朽化対策の推進 商工港湾課 ハード ● 1 3 4 1

高速道路及び地域高規格道路等の整備
危機管理課 

整備課
酒田市総合計画､酒田市地域

防災計画
ハード ● 1 5 4 1



施策名 担当部局 関連計画 ハード/ソフト
重点化
施策

緊急性
（5段階）

実現性
（5段階）

実施状況
（5段階）

重要度
（5段階）

道路施設の防災対策・耐震化・老朽化対策の推進 土木課

酒田市地域防災計画､酒田市
中心市街地へのアクセス改善
と賑わいを創出する社会資本
総合整備､酒田市中心市街地
へのアクセス改善と賑わいを
創出する社会資本総合整備
（防災・安全）､酒田市橋梁長

寿命化修繕計画

ハード ● 1 3 4 1

羽越新幹線の整備 企画調整課 酒田市総合計画 ハード 3 4 5 1
山形新幹線の庄内延伸 企画調整課 酒田市総合計画 ハード 3 4 5 1
鉄道施設の耐震化・防災対策の促進 企画調整課 酒田市総合計画 ハード/ソフト 3 4 4 1
地方航空ネットワークの維持・拡大 企画調整課 酒田市総合計画 ハード/ソフト 3 4 3 1

空港及び港湾施設の整備・老朽化対策の促進
企画調整課 
商工港湾課

酒田市総合計画､酒田市地域
防災計画

ハード ● 1 3 4 1

鉄道施設の耐震化・防災対策の促進 企画調整課 酒田市総合計画 ハード/ソフト 3 4 4 1
路線バス等地域公共交通の確保 都市デザイン課 ソフト 5 5 2 2

道路施設の防災対策・耐震化・老朽化対策の推進 土木課

酒田市地域防災計画､酒田市
中心市街地へのアクセス改善
と賑わいを創出する社会資本
総合整備（防災・安全）､酒田
市橋梁長寿命化修繕計画

ハード ● 1 3 4 1

ライフラインの早期復旧の促進
危機管理課

土木課
ハード/ソフト ● 2 2 2 1

高速道路及び地域高規格道路等の整備
危機管理課 

整備課
酒田市総合計画 ハード ● 1 5 4 1

奥羽・羽越新幹線の整備 企画調整課 酒田市総合計画 ハード 3 4 5 1
山形新幹線の庄内延伸 企画調整課 酒田市総合計画 ハード 3 4 5 1
地方航空ネットワークの維持・拡大 企画調整課 酒田市総合計画 ハード/ソフト 3 4 3 1

緊急輸送道路等の確保
土木課
整備課

酒田市地域防災計画､酒田市
中心市街地へのアクセス改善
と賑わいを創出する社会資本
総合整備（防災・安全）､酒田
市橋梁長寿命化修繕計画

ハード ● 1 3 4 1

5　国土保全
津波観測体制の充実強化 危機管理課 ハード/ソフト 3 3 4 3

海岸保全施設の整備・維持管理の推進
商工港湾課 
農林水産課

ハード ● 1 3 4 1

迅速な避難活動に繋がる河川・気象情報提供の強化 危機管理課 ハード/ソフト ● 1 3 3 1
治水対策の推進 整備課 ハード ● 1 5 4 1
河川管理施設の維持管理 整備課 ハード 1 5 4 1

都市部における内水浸水対策の促進
土木課 

上下水道部

酒田市公共下水道事業計画､
酒田市における防災・減災・
安全に資する下水道の整備
（防災・安全）(重点計画）､酒
田市下水道事業 経営戦略

ハード ● 5 5 3 1

土砂災害に対する警戒避難体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 3 5 5
砂防施設の整備・維持管理の推進 整備課 ハード 1 5 4 1
迅速な避難活動に繋がる河川・気象情報提供の強化 危機管理課 ハード/ソフト ● 1 3 3 1
砂防施設の計画的な維持管理の推進 整備課 ハード 1 4 5 1
土砂災害緊急情報など避難に資する情報伝達体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 4 4 4 4
農地・農業用施設等の保全管理の推進 農林水産課 ハード/ソフト 3 3 3 3
迅速な復興に資する地籍調査の推進 農林水産課 ソフト 5 5 3 1
6　保健医療、福祉
透析医療機関での非常時対応体制の整備 危機管理課 ソフト ● 2 3 3 1

社会福祉施設等における食糧等の調達
高齢者支援課 
福祉企画課

ソフト 1 4 3 1

災害発生時を想定した社会福祉施設の体制整備
高齢者支援課 
福祉企画課

ソフト 1 4 3 1

防疫対策の推進
健康課 

環境衛生課 
危機管理課

ハード/ソフト ● 5 3 3 2

7　ライフライン・情報通信

水道施設の耐震化・老朽化対策の推進 上下水道部
新・酒田市水道事業基本計画
－新しい水道ビジョンと経営

戦略－
ハード 5 5 4 1

応急給水体制などの整備 上下水道部
新・酒田市水道事業基本計画
－新しい水道ビジョンと経営

戦略－
ハード/ソフト 5 5 3 1

ＩＴ部門における業務継続体制の整備
危機管理課 
情報企画課

酒田市地域防災計画 ソフト 2 1 5 2

情報通信機器の利用継続が可能となる体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト 3 3 2 4

災害情報伝達手段の確保
危機管理課 
市長公室

酒田市地域防災計画､酒田市
水防計画､酒田市情報化計画

ハード/ソフト 5 5 3 1

災害時における住民等への情報伝達体制の強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト 3 3 3 3
情報通信機器の利用継続が可能となる体制の整備 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト 3 3 2 4

災害情報伝達手段の確保
危機管理課 
市長公室

酒田市地域防災計画､酒田市
水防計画､酒田市情報化計画

ハード/ソフト 5 5 3 1

災害時における住民等への情報伝達体制の強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ハード/ソフト 3 3 3 3
エネルギー供給事業者との連絡強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 4 4 2
エネルギー供給事業者との連絡強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 4 4 2
再生可能エネルギーの導入拡大 商工港湾課 酒田市総合計画 ハード/ソフト 3 4 4 3

水道施設の耐震化・老朽化対策の推進 上下水道部
新・酒田市水道事業基本計画
－新しい水道ビジョンと経営

戦略－
ハード 5 5 4 1

災害時の応急給水体制などの整備 上下水道部
新・酒田市水道事業基本計画
－新しい水道ビジョンと経営

戦略－
ハード/ソフト 5 5 4 1

下水道に係る業務継続計画（ＢＣＰ）策定・施設耐震化等の推進 上下水道部
酒田市下水道事業 経営戦

略､酒田市下水道ストックマネ
ジメント計画

ハード/ソフト 5 5 3 1

汚水処理施設の機能保持・老朽化対策の促進 上下水道部
酒田市下水道事業 経営戦

略､酒田市下水道ストックマネ
ジメント計画

ハード 5 5 3 1

ライフラインの早期復旧の促進
危機管理課

土木課
ハード/ソフト ● 2 2 2 1

8　産業経済



施策名 担当部局 関連計画 ハード/ソフト
重点化
施策

緊急性
（5段階）

実現性
（5段階）

実施状況
（5段階）

重要度
（5段階）

企業の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定促進 危機管理課 ソフト 2 2 3 2
リスク分散を重視した企業誘致等の推進 商工港湾課 ソフト ● 1 3 4 1
エネルギー供給事業者との連絡強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 4 4 2
石油コンビナートの防災体制の充実強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 4 4 3
港湾機能継続のための体制整備 商工港湾課 ソフト ● 1 1 4 1
エネルギー供給事業者との連絡強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 3 4 4 2
再生可能エネルギーの導入拡大 商工港湾課 酒田市総合計画 ハード/ソフト 3 4 4 3

災害時の応急給水体制などの整備 上下水道部
新・酒田市水道事業基本計画
－新しい水道ビジョンと経営

戦略－
ハード/ソフト 5 5 4 1

9　農林水産
漁港施設の整備 農林水産課 ハード 1 1 4 1

海岸保全施設の整備・維持管理の推進
商工港湾課 
農林水産課

ハード ● 1 3 4 1

治山施設等の土砂災害対策の推進 農林水産課 ハード 1 1 4 1
治山施設等の土砂災害対策・災害に強い路網整備の推進 農林水産課 ハード 1 1 4 1
災害時における生鮮食料品の安定供給 農政課 ハード/ソフト 3 3 4 2

食料生産基盤の整備
農政課 

農林水産課
ハード 3 3 4 2

農業水利施設の耐震化・老朽化対策の推進 農林水産課 ハード 1 3 4 2

汚水処理施設の機能保持・老朽化対策の促進 上下水道部 酒田市下水道事業 経営戦略 ハード 5 5 3 1

農道施設の耐震化・長寿命化対策の推進 農林水産課 ハード 5 5 3 2
災害に強い路網整備の推進 農林水産課 ハード 3 4 4 4
ため池のハザードマップ作成の推進、使用していないため池の廃止 農林水産課 ハード/ソフト 1 3 4 1
治山施設等の土砂災害対策の推進 農林水産課 ハード 3 4 4 4
農地・農業用施設等の保全管理の推進 農林水産課 ハード/ソフト 3 3 3 3
治山施設等の土砂災害対策の推進 農林水産課 ハード 3 4 4 4
10　環境

ライフラインの早期復旧の促進
危機管理課

土木課
ハード/ソフト ● 2 2 2 1

有害物質の拡散・流出防止対策の推進 危機管理課 ソフト 2 2 3 2

危険物施設の耐震化の促進
危機管理課

建築課
消防本部

ハード 2 4 2 4

有害物質の拡散・流出を想定した訓練の実施 危機管理課 ソフト 3 3 3 3

災害廃棄物処理計画の策定 環境衛生課
酒田市環境基本計画､酒田市
ごみ処理基本計画､酒田市地

域防災計画
ソフト 5 5 2 1

11　リスクコミュニケーション
津波ハザードマップ・津波避難体制の整備 危機管理課 ソフト ● 1 1 5 1
タイムラインの運用 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト ● 4 5 3 5
雪下ろし事故を防止するための注意喚起 危機管理課 ソフト 2 3 3 2

防災教育の充実
危機管理課 
教育委員会

ソフト ● 1 1 5 1

災害時の要配慮者支援の促進
福祉企画課 

高齢者支援課
ソフト 1 5 3 1

食料等の備蓄 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1

災害ボランティアの受入れに係る連携体制の整備
福祉企画課 

まちづくり推進課
酒田市総合計画､酒田市地域

防災計画
ソフト 5 5 3 1

食料等の備蓄 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1

風評被害等の防止に向けた正確な情報の発信 危機管理課
酒田市地域防災計画､酒田市

情報化計画
ソフト 3 3 3 3

建設関係団体との連携強化 危機管理課 酒田市地域防災計画 ソフト 5 5 3 1

復旧・復興を担う人材の育成
土木課 
建築課

酒田市総合計画 ソフト 2 3 5 1

空き家対策の推進 まちづくり推進課 酒田市総合計画 ソフト 5 5 3 3



別表５　事業内容一覧

No. 施策分野 事業名 事業内容（事業概要、事業期間など） 担当課

対応する施
策推進方

針
（別表2）

該当する
補助・交付

事業
（別表6）

1
行政機能（消
防含む）

庁舎等維持管
理事業

施設の長寿命化や安全性の向上を図るため、庁舎の
適正な維持管理を行う。

総務課 1-2 -

2 危機管理

災害ボランティ
アの受け入れに
係る連携体制の
整備

ボランティア・公益活動センタ-の運営を通して、同セン
タ-の委託先である社協との連携を促進し、災害ボラ
セン設置時を想定した協力体制を構築する。

福祉企画課
まちづくり推
進課

2-1 -

3 危機管理
地域コミュニティ
の維持

安心して住み続けられる地域社会を維持するために、
地域コミュニティづくりの理念や目指す姿、コミュニティ
組織と行政がどのような役割を果たしていくのか、その
方向性を示した「まちづくり協働指針(仮)」を市民と一
体的に策定する。その指針策定の中で、地域コミュニ
ティにおける防災・減災の在り方を検討していく。

まちづくり推
進課

8-3 -

4 危機管理

ため池のハザー
ドマップ作成の
推進、使用して
いないため池の
廃止

策定済みハザ-ドマップへの情報補完を令和2年度に
29箇所、令和3年度に3箇所行う。（令和3年度完了）

農林水産課 7-1 21

5 建築住宅
大規模盛土造
成地の変動予
測調査等

・令和元年度　大規模盛土造成地マップの作成・公表
（国直轄）
・令和２年度～　大規模盛土造成地についての変動予
測調査等

危機管理課

都市デザイ

ン課

1-1
1-2

-

6 建築住宅
庁舎等維持管
理事業

施設の長寿命化や安全性の向上を図るため、庁舎の
適正な維持管理を行う。

総務課 1-2 -

7 建築住宅
学校施設の整
備

非構造部材の耐震対策に取り組むとともに、「酒田市
公共施設等総合管理計画」に基づき、老朽化した市立
小中学校の校舎、屋内運動場等の改築、改修等を行
うほか、危険箇所の改修、修繕を行う。

企画管理課 1-2 8

8 建築住宅
木造住宅耐震
改修支援事業

木造住宅の所有者が行う耐震改修工事に要する費用
の一部の補助を実施する。

建築課 1-1
34-11
34-12

9 建築住宅
木造住宅耐震
診断士派遣事
業

木造住宅の所有者に対し、市で認定した耐震診断士
を派遣し、住宅の耐震診断を実施する。

建築課 1-1
34-11
34-12

10 建築住宅
市営住宅の整
備

老朽化した市営住宅の住環境の改善を図るため、計
画的な改修等の維持保全を継続して行う。

建築課 1-1
34-11
34-12

11 建築住宅
大規模建築物
耐震改修支援
事業

不特定多数および避難弱者の利用する施設で大規模
なものについて、耐震診断が義務化された大規模建
築物で耐震性の無い建築物に対して、補強設計費、
改修工事費の費用の一部の補助を実施する。

建築課
1-1
1-2

34-12
35-４

12 建築住宅
市有施設の耐
震化

耐震化されていない市有施設（診断未実施含む）につ
いては、耐震化に向けて、建替や耐震改修を実施す
る。

建築課
施設所管課

1-1
1-2

16
34-11
34-12

13 建築住宅
土砂災害等危
険住宅移転事
業

土砂災害等により住民の生命に危険を及ぼすおそれ
のある区域などで、危険住宅の移転及び除却をする
者に対し補助を実施する。

建築課 1-5
34-11
34-12

14 建築住宅
危険ブロック塀
等撤去支援事
業

道路等に沿って設置されている危険ブロック塀等を除
却し安全が図られる工事に補助を実施する。

建築課 1-1
34-11
34-12

15 建築住宅
公園施設長寿
命化等整備事
業

公園施設長寿命化計画に基づき、老朽化した公園施
設の計画的な更新・改修を実施し、令和4年度までに5
公園の機能向上を図る。

整備課 1-2 34-7

16 建築住宅
学校トイレの改
修

トイレの洋式化が完了していない学校について、令和6
年度までに改修を行う。 企画管理課 1-2 8

17 建築住宅
学校グラウンド
改修

整備から年数が経過し、グラウンド舗装や排水設備
（側溝、暗渠）等に支障をきたしているグラウンドにつ
いて、改修を行う。

企画管理課 1-2 8

18 建築住宅
史跡旧鐙屋修
復事業

国指定史跡旧鐙屋の耐震補強工事を令和5年度まで
に行う。

社会教育文
化課

1-2 10-2



別表５　事業内容一覧

19 建築住宅
空き家対策の推
進

空家対策を総合的かつ計画的に進めることで、市民
等の安全安心で良好な生活環境を確保することを目
的とした「酒田市空き家等対策計画」を令和3年3月末
に策定した。

まちづくり推
進課

1-1 -

20 交通基盤 無電柱化 緊急輸送道路等の無電柱化の推進
土木課
整備課

1-1
2-1
2-5
5-5
6-4
8-4

34-1

21 交通基盤 橋りょう耐震化 橋梁の耐震化の推進 土木課

1-1
2-1
2-5
5-5
6-4
8-4

34-1

22 交通基盤 除雪対策事業
道路の除雪、防雪柵・雪囲い設置、除雪機械の購入・
整備などの除雪対策を行う。 土木課 1-6 34-1

23 交通基盤
道路施設の長
寿命化

道路施設の計画的な修繕・更新を行う。 土木課
2-2
5-4
6-4

34-1

24 国土保全
分流式雨水幹
線整備

下水道施設の浸水対策に取り組み、安全・安心な暮ら
しを実現するため、令和4年度までに都市浸水対策面
積(降雨強度50.4mm/hr【7年確率】)を64%に増加させ
る。

土木課
上下水道部

1-4 34-5

25 国土保全
地籍調査の推
進

被災後の迅速な復旧・復興に資するため、令和５年度
までに進捗率を69.6％に上げるように努める。

農林水産課 8-4 -

26 国土保全
農道橋梁の長
寿命化対策の
推進

農道橋梁の点検を5年毎に実施し、必要に応じて補修
工事を行い長寿命化対策を推進する。

農林水産課 6-4 20-1

27
保健医療、福
祉

保育所の耐震
化

公立保育所の耐震化整備（浜田・若竹統合保育園の
整備）

子育て支援
課

1-2 16

28
ライフライン・
情報通信

老朽管更新によ
る耐震化

老朽化した水道管路の耐震管を図るため、令和７年度
までに基幹管路を2,814ｍ更新する。

上下水道部
2-1
6-2

-

29
ライフライン・
情報通信

重要施設への
配水管耐震化

地震等災害時の復旧対応の充実を図るため、令和７
年度までに行政施設、医療施設ほか、市防災計画に
よる指定避難所など、給水拠点となる施設への配水
経路について、計画的な耐震化を図る。

上下水道部
2-1
6-2

-

30
ライフライン・
情報通信

下水道BCPの
見直し

平成28年４月に策定した下水道BCPをより実効性のあ
るものとするため、下水道BCPの見直しを図る。

上下水道部 6-3 -

31
ライフライン・
情報通信

施設・管渠の改
築

施設・管渠の適切な維持管理を図るため、ストックマネ
ジメント計画に基づき、令和５年度まで計画的な改築・
更新を行う。

上下水道部 6-3 34-5

32 農林水産
強い農業づくり
総合支援事業

卸売市場の防災性に配慮した施設整備の支援を行
う。

農政課 5-5 18

33 環境
災害廃棄物処
理計画の策定

環境省の「災害廃棄物対策指針」を踏まえ、大規模な
災害が発生した際に、災害廃棄物を適正・円滑・迅速
に処理し、被災した市民の生活環境の保全と公衆衛
生上の支障の防止を図りながら、復旧・復興に資する
ことを目的とした「災害廃棄物処理計画」を令和２年５
月を目途に策定する。（令和２年５月策定済み）

環境衛生課 8-1 -

34
リスクコミュニ
ケ-ション

空き家対策の推
進

空き家等見守り隊に取り組む自治会数を、全自治会
の３分の１程度（１５０自治会）まで増やす。

まちづくり推
進課

1-1 -



省庁名 No. 交付金・補助金名等の名称 対象となる交付・補助対象事業 担当課（室） 電話番号

内閣府（地方創生推
進事務局）

1 地方創生整備推進交付金 地方創生整備推進交付金事業 地方創生推進事務局 03-5510-2456

警察庁 2 都道府県警察施設整備費補助金
（一般施設整備費補助金）

庁舎等整備事業 長官官房会計課 03-3581-0141

3 都道府県警察施設整備費補助金
（交通安全施設等整備費補助金）

災害に備えた交通安全施設等の整備事業 交通局交通規制課 03-3581-0141

総務省 4-1 地上基幹放送ネットワーク整備事業 情報流通行政局地上放送課 03-5253-5737

4-2 地域ケーブルテレビネットワーク整備事業 情報流通行政局地域放送推進室 03-5253-5808

4-3 「新たな日常」の定着に向けた
ケーブルテレビ光化による耐災害性強化事業

情報流通行政局地域放送推進室 03-5253-5808

5-1 地上基幹放送等に関する耐災害性強化支援事
業

情報流通行政局地上放送課 03-5253-5949

5-2 民放ラジオ難聴解消支援事業 情報流通行政局地上放送課 03-5253-5949

6 消防防災施設整備費補助金 消防防災施設整備費補助金 消防庁消防・救急課 03-5253-7522

7 緊急消防援助隊設備整備費補助金 緊急消防援助隊設備整備費補助金 消防庁消防・救急課 03-5253-7522

文部科学省 8 学校施設環境改善交付金 学校施設環境改善交付金
大臣官房文教施設企画・防災部施設
助成課

03-6734-2000

9-1 認定こども園整備 初等中等教育局幼児教育課 03-6734-2714

9-2 幼稚園耐震化整備 初等中等教育局幼児教育課 03-6734-2714

10-1 国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事
業

文化庁文化資源活用課 03-6734-2834

10-2 国宝・重要文化財建造物保存修理強化対策事
業（耐震関係）

文化庁文化資源活用課 03-6734-2834

10-3 伝統的建造物群基盤強化事業 文化庁文化資源活用課 03-6734-2834

10-4 歴史活き活き！史跡等総合活用整備事業 文化庁文化資源活用課 03-6734-2834

10-5 国宝・重要文化財等美術工芸品保存修理抜本
強化事業

文化庁文化財第一課 03-6734-3154

11 国宝重要文化財等防災施設整備費補
助金

重要文化財等防災施設整備事業 文化庁文化資源活用課
03-5253-4111（内
線4906）

厚生労働省 12 地方改善施設整備費補助金 隣保館等施設整備費補助金 社会・援護局地域福祉課
03-5253-1111（内
線2857）

13 社会福祉事業施設等貸付事業利子補
給金

社会福祉事業施設等貸付事業利子補給金 社会・援護局福祉基盤課
03-5253-1111（内
線2866）

14 社会福祉施設等施設整備費補助金 社会福祉施設等施設整備費補助金
社会・援護局障害保健福祉部障害福
祉課

03-5253-1111（内
線3035）

15 次世代育成支援対策施設整備交付金 児童福祉施設等整備事業
子ども家庭局子育て支援課施設調整
等業務室

03-5253-1111（内
線4960）

16 保育所等整備交付金 保育所等整備交付金 子ども家庭局保育課
03-5253-1111（内
線4837）

17 地域介護・福祉空間整備等施設整備
交付金

地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金 老健局高齢者支援課
03-5253-1111（内
線3927）

別表６　国土強靭化関係の交付金・補助金事業一覧（関係府省庁への問い合わせ先）

放送ネットワーク整備支援事業費補助
金

無線システム普及支援事業費等補助
金

認定こども園施設整備交付金

国宝重要文化財等保存・活用事業費
補助金



省庁名 No. 交付金・補助金名等の名称 対象となる交付・補助対象事業 担当課（室） 電話番号

農林水産省 18 農業・食品産業強化対策整備交付金
強い農業づくり総合支援交付金（卸売市場施設
整備）

大臣官房新事業・食品産業部食品流
通課卸売市場室

03-6744-2059

19 農村地域防災減災事業費補助 農村地域防災減災事業 農村振興局整備部防災課 03-6744-2210

20-1 農業農村基盤整備事業

20-2 森林基盤整備事業

20-3 水産基盤整備事業

20-4 海岸保全施設整備事業

21 農業水利施設保全管理整備交付金 農業水路等長寿命化・防災減災事業 農村振興局整備部水資源課 03-3502-6246

22-1
農山漁村発イノベーション対策のうち農山漁村
発イノベーション等整備事業（定住促進対策型、
交流対策型）

農村振興局整備部地域整備課 03-3501-0814

22-2 鳥獣被害防止総合対策交付金
鳥獣被害防止総合支援事業

農村振興局農村政策部鳥獣対策・農
村環境課鳥獣対策室

03-3591-4958

23 農山漁村活性化対策推進交付金
鳥獣被害防止総合対策交付金
鳥獣被害防止総合支援事業

農村振興局農村政策部鳥獣対策・農
村環境課鳥獣対策室

03-3591-4958

24 治山事業 緊急予防治山事業 林野庁森林整備部治山課 03-6744-2308

25 森林整備事業 山村強靱化林道整備事業 林野庁森林整備部整備課 03-6744-2303

26 林業・木材産業成長産業化促進対策 山村地域の防災・減災対策 林野庁森林整備部治山課 03-3501-4756

27 森林・山村多面的機能発揮対策交付
金

森林・山村多面的機能発揮対策交付金 林野庁森林整備部森林利用課 03-3502-0048

28-1 水産流通基盤整備事業 水産庁漁港漁場整備部計画課 03-3502-8491

28-2 水産物供給基盤機能保全事業 水産庁漁港漁場整備部計画課 03-3502-8491

29 水産資源環境整備事業費補助 水産生産基盤整備事業 水産庁漁港漁場整備部計画課 03-3502-8491

30 浜の活力再生・成長促進交付金 浜の活力再生・成長促進交付金 水産庁漁港漁場整備部防災漁村課 03-6744-2392

31 漁村振興対策地方公共団体整備費補
助金

漁港機能増進事業 水産庁漁港漁場整備部計画課 03-3506-7897

32-1 海岸保全施設整備事業（農地海岸） 農村振興局整備部防災課 03-6744-2199

32-2 海岸保全施設整備事業（漁港海岸） 水産庁漁港漁場整備部防災漁村課 03-3502-5304

経済産業省 33-1 災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的
な燃料備蓄の推進事業費補助金

資源エネルギー庁石油流通課 03-3501-1320

33-2 災害時に備えた地域におけるエネルギー供給拠
点の整備事業費

資源エネルギー庁石油流通課 03-3501-1320

33-3

離島・ＳＳ過疎地等における石油製品の流通合
理化支援事業費
過疎地等における石油製品の流通体制整備事
業

資源エネルギー庁石油流通課 03-3501-1320

33-4
地域における新たな燃料供給体制構築支援事
業費
燃料供給に関する計画策定支援事業

資源エネルギー庁石油流通課 03-3501-1320

農村振興局整備部地域整備課 03-6744-2200農山漁村地域整備交付金

農山漁村活性化対策整備交付金

水産物供給基盤整備事業費補助

海岸保全施設整備事業費補助

石油製品販売業構造改善対策事業費
等補助金



省庁名 No. 交付金・補助金名等の名称 対象となる交付・補助対象事業 担当課（室） 電話番号

国土交通省 34-1 道路事業
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-2 港湾事業
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-3 河川事業（その他総合的な治水事業を含む）
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-4 砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対
策事業、その他総合的な治水事業

大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-5 下水道事業
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-6 海岸事業
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-7 都市公園・緑地等事業
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-8 市街地整備事業＜都市防災推進事業＞
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-9 市街地整備事業＜都市再生区画整理事業＞
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-10 市街地整備事業＜市街地再開発事業等＞
大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-11

地域住宅計画に基づく事業
＜公営住宅等整備事業＞＜住宅市街地総合整
備事業＞＜市街地再開発事業＞＜優良建築物
等整備事業＞＜住宅・建築物安全ストック形成
事業等＞

大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

34-12

住環境整備事業
＜住宅市街地総合整備事業＞＜市街地再開発
事業＞＜優良建築物等整備事業＞＜住宅・建
築物安全ストック形成事業＞＜狭あい道路整備
等促進事業等＞

大臣官房社会資本整備総合交付金等
総合調整室

03-5253-8967

35-1 密集市街地総合防災事業
住宅局市街地建築課市街地住宅整備
室

03-5253-8517

35-2 空き家対策総合支援事業 住宅局住宅総合整備課住環境整備室 03-5253-8508

35-3 地域居住機能再生推進事業 住宅局住宅総合整備課 03-5253-8507

35-4 地域防災拠点建築物整備緊急促進事業
住宅局市街地建築課市街地住宅整備
室

03-5253-8517

36 港湾改修費補助 港湾改修費補助 港湾局計画課 03-5253-8668

37-1 海岸保全施設整備連携事業
水管理・国土保全局海岸室
港湾局海岸・防災課

03-5253-8471
03-5253-8688

37-2 海岸メンテナンス事業
水管理・国土保全局海岸室
港湾局海岸・防災課

03-5253-8471
03-5253-8688

37-3 津波対策緊急事業
水管理・国土保全局海岸室
港湾局海岸・防災課

03-5253-8471
03-5253-8688

38 地籍調査費負担金 地籍調査費負担金 不動産・建設経済局地籍整備課 03-5253-8384

39 地籍整備推進調査費補助金 地籍整備推進調査費補助金 不動産・建設経済局地籍整備課 03-5253-8384

40-1 事業間連携河川事業 水管理・国土保全局治水課 03-5253-8455

40-2 大規模特定河川事業 水管理・国土保全局治水課 03-5253-8455

40-3 河川メンテナンス事業 水管理・国土保全局治水課 03-5253-8455

41 特定都市河川浸水被害対策推進事業
費補助

特定都市河川浸水被害対策推進事業 水管理・国土保全局治水課 03-5253-8455

42 堰堤改良費補助 ダムメンテナンス事業
水管理・国土保全局河川環境課流水
管理室

03-5253-8449

特定洪水対策等推進事業費補助

防災・安全交付金

住宅市街地総合整備促進事業費補助

海岸保全施設整備事業費補助



省庁名 No. 交付金・補助金名等の名称 対象となる交付・補助対象事業 担当課（室） 電話番号

43-1 事業間連携砂防等事業
水管理・国土保全局砂防部砂防計画
課

03-5253-8466

43-2 大規模特定砂防等事業
水管理・国土保全局砂防部砂防計画
課

03-5253-8466

43-3 砂防メンテナンス事業
水管理・国土保全局砂防部砂防計画
課

03-5253-8466

43-4 まちづくり連携砂防等事業
水管理・国土保全局砂防部砂防計画
課

03-5253-8466

44 下水道防災事業費補助 浸水対策下水道事業費補助
水管理・国土保全局下水道部下水道
事業課

03-5253-8430

45 都市安全確保促進事業費補助金 都市安全確保促進事業 都市局まちづくり推進課 03-5253-8407

46 無電柱化推進事業費補助 無電柱化推進計画事業 道路局環境安全・防災課 03-5253-8495

47 道路交通安全施設等整備事業費補助 交通安全対策事業（地区内連携） 道路局環境安全・防災課 03-5253-8495

48 道路更新防災等対策事業費補助 道路更新防災対策事業 道路局環境安全・防災課 03-5253-8495

49 地域連携道路事業費補助 地域連携道路事業 道路局環境安全・防災課 03-5253-8495

50 交通連携道路事業費補助 交通連携道路事業 道路局環境安全・防災課 03-5253-8495

51 道路交通円滑化事業費補助 交通円滑化事業 道路局環境安全・防災課 03-5253-8495

52 空港整備事業費補助金 空港整備事業 航空局航空ネットワーク部空港計画課 03-5253-8717

環境省 53-1 国立公園整備事業 自然環境局自然環境整備課 03-5521-8281

53-2 国定公園等整備事業 自然環境局自然環境整備課 03-5521-8281

54 環境保全施設整備交付金 国立公園整備事業 自然環境局自然環境整備課 03-5521-8281

55-1 浄化槽設置整備事業
環境再生・資源循環局廃棄物適正処
理推進課浄化槽推進室

03-5501-3155

55-2 公共浄化槽等整備推進事業
環境再生・資源循環局廃棄物適正処
理推進課浄化槽推進室

03-5501-3155

56-1
地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共
施設への自立・分散型エネルギー設備等導入推
進事業

大臣官房環境計画課 03-5521-8233

56-2 建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事
業

地球環境局地球温暖化対策課地球温
暖化対策事業室

03-5521-8355

57 循環型社会形成推進交付金（廃棄物
処理施設分）

循環型社会形成推進交付金事業
環境再生・資源循環局廃棄物適正処
理推進課

03-5521-8337

58
廃棄物処理施設整備交付金（大規模
災害に備えた廃棄物処理体制拠点整
備事業）

廃棄物処理施設整備交付金事業
環境再生・資源循環局廃棄物適正処
理推進課

03-5521-8337

循環型社会形成推進交付金（浄化槽
分）

特定土砂災害対策推進事業費補助

自然環境整備交付金

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補
助金


